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　１．はじめに

　篠津青山地区は、北海道の石狩郡当別町に位置し、一
級河川石狩川水系当別川に沿って帯状に発展した
3,169haの水田地帯である。本地区の主水源である青山
ダムは、国営篠津地域泥炭地開発事業により、昭和31年
度から昭和38年度にかけて当別町字青山に築造された
かんがい専用のダムである。
　本ダムは、その後、国営篠津第二土地改良事業（昭和
58年度～昭和60年度）及び国営当別土地改良事業（平
成6年度～平成26年度）により改修が行われた。ダムの諸
元を表-1、ダム全景を写真-1に示す。

　本ダムの約20km下流に平成24年度から当別ダム（補
助多目的ダム）の供用が開始された。本ダムと当別ダムの
農業用水源は一体として運用されることになり、水供給の
運用は当別ダムが行うことになった。
　本ダムは貯水池機能と必要な水量を当別ダムへ注水す
る機能に特化され、施設の改修に当たっては改修コストの
縮減、ダムの操作に当たっては省力的な運用が可能となる
施設の改修設計が求められた。
　また、本ダムは平成29年度から国営篠津青山土地改良
事業（国営施設応急対策）で実施しており、取水放流施設
改修設計が事業計画で認められている小水力発電施設
の設計に大きな手戻りとならないことを条件として検討を
行っている。

　２．取水放流施設の現状

（１）取水放流施設の現状
　本ダムは供用開始以来50年以上が経過している。
　また、取水施設のうちゲート設備は昭和６１年の供用開
始以来30年以上が経過し、老朽化により施設には以下の
機能障害が生じている状況である。

・ 調整ゲート可動状況の不具合
・ 高圧ゲート戸当り部からの漏水
・ 土砂吐ゲート戸当り部からの漏水
・ 取水塔本体コンクリートの劣化

　このため、本ダムの既存施設について機能診断調査を
実施し、改修の必要性を判断した。
（２）調査結果
　取水塔の土木施設の劣化状況は、頂版部で剥離剥落・
鉄筋の露出(部分的)、外壁部でひび割れ・粗骨材の剥離
（部分的）・欠損、取水口部で粗骨材の露出（全体的）・鉄
筋の露出(部分的)・欠損が見られる。劣化状況を写真-
２、３、４に示す。

　ゲート設備の劣化状況は、設備全てにおいて発錆がみ
られ、高圧ゲート及び土砂吐ゲートにおいては、戸当たり
部から漏水が確認されている。また、調整ゲート戸当たり
部には扉体との接触痕も確認されている。
　機能診断結果より、取水施設の健全度は、土木施設及び
機械設備のいずれも老朽化による機能低下が生じていると
判断されることから、取水施設の改修を行う計画とした。

　３．取水放流施設の改修方針

（１）現況取水放流施設の構成
　現況取水施設は、取水部は堤体左岸地山に設置された
取水塔内の調整ゲート及び取水ゲート、調整部の高圧ゲ

ートにより、表面取水・流量調整を行い、放流トンネルに接
続する暗渠水路を通って、放流トンネル内に放流している。
　土砂吐ゲートは、放流トンネル呑口部に設置されてい
る。現況取水放流施設の平面図を図-1、施設の構成を表
-2、施設の現況取水塔の構成を図-2に示す。
（２）取水放流施設の改修方針
１）改修方針
　本ダムでは国営当別土地改良事業（平成6年度～平成
26年度）において、代掻き期間の短縮や深水かんがい用
水の確保がなされたことから、表-3のように施設計画の
必要条件が変更されている。

　特に本ダムの下流に当別ダムが建設され、同ダムで温
水取水（表面取水）が可能となったことから、本ダムにおけ
る温水取水の必要性が無くなったため、取水施設の改修
に当たっては、取水形式は経済性に優れる底水取水形式
とし、トンネル内に設置する導水管により調節部まで導水

し、放流ゲートにより流量調整を行い下流河川へ放流する
計画とした。
２）取水放流施設の構成
　改修取水放流施設計画は、現況取水塔の全面更新案
と底水取水案について、表-5のとおり比較検討を行い、経
済性、維持管理の面で有利な底水取水案を採用した。よ
って、現況取水塔は撤去する。改修取水放流施設平面図
及び構成図を図-3、4に、改修取水放流施設の構成を表
-4に示す。

　施設の概略は、放流トンネル呑口部に底水取水管を設
置し、それに接続する導水管を放流トンネル内に敷設し、
トンネル吐口部に設けた放流施設の放流ゲート及び小容
量放流ゲートにより流量調整を行い下流河川に放流す
る。土砂吐ゲートは、底水取水管の横に設置し、放流水は
トンネル内に工事用仮排水路として設置したフリューム水
路を通して放流する。
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　４．取水放流施設の改修計画

（１）改修計画の検討条件
　取水放流施設の改修計画における本ダム設計諸元は
下記のとおりで、貯水模式を図-5に示す。
　・有効貯水量　　14,523,300ｍ3

　・常時満水位　　F.W.L.142.00ｍ
　・利用最低水位　L.W.L.122.70ｍ（堆砂面標高）
　・取水量　　　　Q=3.117ｍ3/s
　・非常放流計画　FWL～LWLまでの有効貯水量を
　　　　　　　　 7日程度で放流する。
　・貯水池流入量　Q=2.241ｍ3/s
（かんがい期の10カ年平水流量）

（２）取水部の位置及び形式
１）取水部の位置
　取水部の改修に当たっては、現況の放流トンネルを導
水に利用するため、施設位置は放流トンネル上流側とす
る。また、導水距離を可能な限り短くするため、現況の土砂
吐ゲート設置位置に配置する。合わせて、非取水期のダム
及び貯水池内維持管理のため、現況と同様に土砂吐ゲー
トを取水口横に併設する。
　土砂吐ゲートの規格は、現況の土砂吐ゲートと同規模
（H1.5ｍ×W1.0ｍ）とし、取水部を新たに設けることから、
設置位置の施設規模より門数を1門とした。なお、非かん
がい期の流入量は土砂吐ゲートにより排水する計画とし
たが、出水時は主ゲートからの流下を併用することにより
土砂吐1門でも支障ない。
　土砂吐ゲートから排出する土砂水流は、放流トンネル内
に設置するＵ字フルーム（H3.2ｍ×W1.3ｍ）を介して流
下させる。

２）取水部の形式
　取水部の形式は底水取水口とし、常時満水位
(FWL.142.00ｍ)から最低水位(LWL.122.70ｍ)まで安
定して必要取水量を確保出来る必要がある。
　本ダムの底水取水口標高は、堆砂による呑口閉塞の影
響を少なくするため、最低水位LWL.122.70ｍに極力近
い標高とすることが望ましいが、最低水位までの貯水位を
7日程度で排除する必要もあるため、貯水位が最低水位
付近になっても水理的に安定して貯水を取水出来ること
が必要である。
　取水深（LWL.122.70ｍ－呑口標高）が小さいと、空気
の吸い込みが生じ、十分な放流能力が発揮出来ない恐れ
があることから、LWL122.70ｍにおいても空気が混入し
ない底水取水口標高を設定する。
　空気渦の混入しない最低取水深Hと口径Dとの関係
は、H＞1.5Dとされている1）ことから、2.5ｍを確保する。
　H＞1.5×口径1.6ｍ＝2.4ｍ≒2.5ｍ（0.5m単位丸め）
　　　　ここで、取水管口径＝φ1,600mm

（後述する、5.(2)取水口の取合いより）
　LWL.122.70ｍ－2.5ｍ＝底水取水口 EL.120.20ｍ
　底水取水口前面には、土砂や流木等の浮遊物影響を
避けるため、スクリーンを設置する。
　本施設のスクリーンは底水取水のため、常時水没して
おり、再塗装が困難であるため、ステンレス鋼を採用する。
図-6に取水地部配置計画、図-7に取水部形式を示す。

（３）導水部の位置及び形式
１）導水部の位置
　計画放流施設の導水部は、現況放流トンネル内部に設
置し、下流の調節部へ導水する計画とする。
２）導水部の形式
　導水路の形式は、圧力管路として計画する。導水管の口
径は、非常放流機能を考慮し水理検討からφ2,100mm
とする。また、非かんがい期の維持管理（貯水位低下、土
砂の排除等）を目的に、自然圧で流下させる排水路（呑口
に土砂吐ゲート1門設置）を計画して導水管と併設する。
　導水管は、据付架台により取水トンネル底版に固定さ
せるため、特別な基礎は不要であるが、圧力管路であるこ
とから予期せぬ振動等が起こる懸念がある。よって、コンク
リート基礎（巻立て）により固定支承とすることで、発生す
る振動の抑制を図る。
　導水管の管種は、鉄管路を標準とする1）ため、経年的な
発錆や錆こぶの発生に対して維持管理が容易（メンテナン
スフリー）なステンレス鋼管を採用する。　

３）土砂吐水路の形式
　導水路の土砂吐部は、トンネル内の施工スペースが狭
いため、図-8に示すように、二次製品U字フリューム（工場
製作、現地据付け）で施工を行い、導水管のコンクリート

巻立の型枠としても利用する。巻立てコンクリートは、導水
管の継手が溶接であること、スラスト力を巻立てコンクリー
ト全体で受け持つことから、一部区間で半巻きとした。ま
た、施工期間中の仮排水路として利用し、最終的には土砂
吐下流の放流水路として利用する。
（４）調節部の位置及び形式
１）調節部の位置
　現況取水放流施設では、取水施設（取水塔）内に調節
部（高圧ゲート）が配置され、貯水池内に位置している。
　改修計画では、取水部を底水取水方式に変更する事か
ら、調節部は堤体下流に計画するが、図-9に示すように、
放流トンネルの高さは5.3ｍであり、φ1,900mmの放流ゲ
ート（H≒10ｍ）の設置が出来ないことから、調節部の位置
はトンネル出口とした。

２）放流主ゲートの形式
　ダムの放流設備の内、取水及び貯水池低下放流に使用
されるゲート・バルブには次の機能が必要となる。
　a）適切な取水管理を行うため、流量調節機能が優れて
いる。

　b）高水頭、高流速での放流に対し、キャビテーション振
動等の水理的な欠陥が生じない。

　c）放流水に含まれる流塵、土砂に対し機能上支障が
ない。

　d）減勢工を含めた設置スペースが小さい。
　e）ゲート（またはバルブ）自体に減勢機能を有するか、ま
たは適当な減勢工を組み合わせることにより、放流水
のエネルギーを減殺することができ、下流側に対して
洗掘・騒音等の悪影響を生じない。

　これらの条件に対応でき、経済性にも優れることから、
「ジェットフローゲート」を採用する。
　放流ゲートは、導水管と同様に、維持管理が容易（メン
テナンスフリー）なステンレス鋼管を採用する。
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３）放流副ゲートの形式
　副ゲート・バルブは、主ゲート・バルブの上流側に設置
し、常時は全開で主ゲート・バルブが故障した場合の緊急
遮断用及び点検整備時の締切用に使用する。使用実績が
多く、経済性及び信頼性が高いことから、「高圧スライドゲ
ート」を採用する。
（５）減勢工の形式
１）減勢工の形式
　調節部の下流には、ゲート・バルブからの放流水のエネ
ルギーによって、下流側構造物に悪影響を与えない、振
動・騒音を発生させないように放流水脈を減勢する減勢
工を設けなければならない。
　減勢方式は、空中放流と水中放流の２方式があり、水中
放流形式は、水中に放流するため減勢区間が短くなるが、
減勢工の深さが深くなるため掘削量が増加する。一方、空
中放流形式は、空中放流により減勢区間が長くなるが、放
流口の標高を高く出来るため、掘削量を削減出来る。減勢
工の分類を図-10に示す。減勢工の方式は、２方式の比
較検討を行った結果、本ダムでは施工性及び維持管理面
で有利となる「空中放流方式」を選定した。詳細について
は、６．コスト縮減の検討を参照。

２）整流管
　ジェットフローゲートでは、ゲート下流に直接水中減勢工
あるいは大気中に放流される場合を除き、放流ジェットを整
流にするための整流管を設ける1）とされている。本ダムでは、
下流河川（当別川）に直接放流しないため、整流管を計画
する。管種は、導水部と同様にステンレス鋼管を採用した。
　整流管の口径は、ゲート口径の1.2倍以上とされること
から、整流管口径は、φ2,300mmとした。
　・整流管口径(m)＝1.2×ゲート口径Ｄ(m)
　　　　　　　　＝1.2×1.9ｍ＝2.28ｍ（≒2.3ｍ）

　５．施設規模の検討

（１）水理計算条件
　本ダムの取水放流施設は、非常放流施設を兼ねるた
め、施設規模は水理計算により決定する。
　河川管理施設等構造令施行規則第10条の説明による
と、「放流設備の能力は、貯水池の規模、流域特性等を考慮
する必要があるが、常時満水位から貯水池運用計画上の
最低水位までを、表面遮水壁型のフィルダムでは約4日間
で、その他の種類のフィルダムでは7日～10日間程度で、水
位低下出来ることをその目安としている。」2）との記載がある。
　本ダムは傾斜遮水ゾーン型フィルダム（上記のその他の種類
のダム）であり、貯水位低下日数は7～10日程度が適用される。
　本ダムの貯水位低下条件は、道内他ダムの実績を考慮
して安全側を採用することとし、以下のように設定した。
 ・ 貯水池流入量を無視した場合に7日以内に水位低下さ
せる。

 ・ 貯水池流入量を考慮した場合でも7日程度（四捨五入し
て7日）で水位を低下させる。

　水理計算に使用する放流ゲートからの放流量は、次式
によって計算を行った。

　　ここに、 Q：　放流量（m3/s）
  C：　主ゲートの流量係数
  A：　主ゲートの通水断面積（ｍ2）
  g：　重力加速度（ｍ/s2）
  H：　作用静水頭（ｍ）
  fi：　各部の損失係数
  Ai：　各部の断面積（ｍ2）
（２）取水口の取合い
　取水部では、取水管径が大きいほど損失水頭が小さく
なるため水理的に有利となる。現況放流トンネル呑口は覆
工コンクリートにより狭小断面(2r＝4.0m)となっているこ
と、土砂吐入口幅（ゲート幅と同じ1.0m)を確保する必要
があること、取水管設置時の据付材を設置する余裕を確
保する必要があることを考慮して、図-11に示すように取
水管入口部の口径はφ1,600mmとし、下流側で水理計
算条件を満足する導水管口径φ2,100mmに拡幅した。

（３）水理計算結果
　取水放流施設の各種損失を整理すると表-6のとおり
で、これを用いて貯水位低下計算を行った結果を表-7お
よび表-8に示す。貯水池流入量を無視した場合の貯水位
低下日数：6.6日（水位低下期間：7日以内）と、考慮した場
合の貯水位低下日数：7.3日（水位低下期間：7日程度）の
いずれも条件を満足する事を確認した。

表-1　青山ダムの諸元

写真-1　ダム全景

　６．コスト縮減の検討

　本ダムの取水放流施設の改修は、河道内の限られた区
域において複数年にまたがる施工が必須であるため、使用
機械や詳細な施工方法を検討した上で各工種の設計を
行うと共に、各施工年度・施工段階における水理条件を整

理し、現地条件に適した仮設備の検討を行った。また、放
流施設の減勢工の見直しや、導水管巻立て形状の見直し
を行い、コスト縮減や施工性の向上の提案を行った。
　コスト縮減の具体的内容を表-9に、それぞれの検討結
果を表-10、11に示す。

（１）減勢工方式の見直しによるコスト縮減
　事業計画書では、放流施設の減勢工は水中放流方式
となっているが、減勢工を空中放流方式に変更することに

よりコスト縮減が図られる。また、岩掘削量が約30％減少
するため施工性が向上する。

（２）導水管巻立の見直しによるコスト縮減
　前述のように、導水管は溶接による一体構造となること
から、スラスト力の検討を実施し、適用可能な区間につい
て半巻きに見直すことにより、コンクリート量の削減による
コスト縮減が図られる。
（３）施工計画
　青山ダムの貯水池流入水の流下は、既設放流トンネル
を経由しなければならない。導水管工事は放流トンネル内
の施工となるため、坑内作業と仮排水を同時に行う必要
がある。このため、図-12に示すように、土砂吐水路（二次
製品U字フリューム）を事前に設置して仮排水路として利
用することで、効率的な仮設配置となるように計画した。導
水管の据付は、門構クレーンをトンネル内に搬入し、導水
管を吊上げて架台に設置する計画とした。

　７．おわりに

　青山ダム取水放流施設のコスト縮減を念頭に置いた改
修計画について報告した。青山ダムでは下流の当別ダムの
完成により温水取水が不必要となり、現況取水塔を撤去
し、調節部を放流トンネル出口に移設するなど、大規模な
取水放流施設の改築が計画されている。改築により、調節
部がジェットフローゲートになるため、放流量の調節が容
易になるなど維持管理面の向上が期待される。
　本報告は平成29年度の設計時点であり、現在も実施
工に向けて、施工計画の見直しを含めた検討を実施して
いる。

（株式会社 三祐コンサルタンツ）
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　１．はじめに

　篠津青山地区は、北海道の石狩郡当別町に位置し、一
級河川石狩川水系当別川に沿って帯状に発展した
3,169haの水田地帯である。本地区の主水源である青山
ダムは、国営篠津地域泥炭地開発事業により、昭和31年
度から昭和38年度にかけて当別町字青山に築造された
かんがい専用のダムである。
　本ダムは、その後、国営篠津第二土地改良事業（昭和
58年度～昭和60年度）及び国営当別土地改良事業（平
成6年度～平成26年度）により改修が行われた。ダムの諸
元を表-1、ダム全景を写真-1に示す。

　本ダムの約20km下流に平成24年度から当別ダム（補
助多目的ダム）の供用が開始された。本ダムと当別ダムの
農業用水源は一体として運用されることになり、水供給の
運用は当別ダムが行うことになった。
　本ダムは貯水池機能と必要な水量を当別ダムへ注水す
る機能に特化され、施設の改修に当たっては改修コストの
縮減、ダムの操作に当たっては省力的な運用が可能となる
施設の改修設計が求められた。
　また、本ダムは平成29年度から国営篠津青山土地改良
事業（国営施設応急対策）で実施しており、取水放流施設
改修設計が事業計画で認められている小水力発電施設
の設計に大きな手戻りとならないことを条件として検討を
行っている。

　２．取水放流施設の現状

（１）取水放流施設の現状
　本ダムは供用開始以来50年以上が経過している。
　また、取水施設のうちゲート設備は昭和６１年の供用開
始以来30年以上が経過し、老朽化により施設には以下の
機能障害が生じている状況である。

・ 調整ゲート可動状況の不具合
・ 高圧ゲート戸当り部からの漏水
・ 土砂吐ゲート戸当り部からの漏水
・ 取水塔本体コンクリートの劣化

　このため、本ダムの既存施設について機能診断調査を
実施し、改修の必要性を判断した。
（２）調査結果
　取水塔の土木施設の劣化状況は、頂版部で剥離剥落・
鉄筋の露出(部分的)、外壁部でひび割れ・粗骨材の剥離
（部分的）・欠損、取水口部で粗骨材の露出（全体的）・鉄
筋の露出(部分的)・欠損が見られる。劣化状況を写真-
２、３、４に示す。

　ゲート設備の劣化状況は、設備全てにおいて発錆がみ
られ、高圧ゲート及び土砂吐ゲートにおいては、戸当たり
部から漏水が確認されている。また、調整ゲート戸当たり
部には扉体との接触痕も確認されている。
　機能診断結果より、取水施設の健全度は、土木施設及び
機械設備のいずれも老朽化による機能低下が生じていると
判断されることから、取水施設の改修を行う計画とした。

　３．取水放流施設の改修方針

（１）現況取水放流施設の構成
　現況取水施設は、取水部は堤体左岸地山に設置された
取水塔内の調整ゲート及び取水ゲート、調整部の高圧ゲ

ートにより、表面取水・流量調整を行い、放流トンネルに接
続する暗渠水路を通って、放流トンネル内に放流している。
　土砂吐ゲートは、放流トンネル呑口部に設置されてい
る。現況取水放流施設の平面図を図-1、施設の構成を表
-2、施設の現況取水塔の構成を図-2に示す。
（２）取水放流施設の改修方針
１）改修方針
　本ダムでは国営当別土地改良事業（平成6年度～平成
26年度）において、代掻き期間の短縮や深水かんがい用
水の確保がなされたことから、表-3のように施設計画の
必要条件が変更されている。

　特に本ダムの下流に当別ダムが建設され、同ダムで温
水取水（表面取水）が可能となったことから、本ダムにおけ
る温水取水の必要性が無くなったため、取水施設の改修
に当たっては、取水形式は経済性に優れる底水取水形式
とし、トンネル内に設置する導水管により調節部まで導水

し、放流ゲートにより流量調整を行い下流河川へ放流する
計画とした。
２）取水放流施設の構成
　改修取水放流施設計画は、現況取水塔の全面更新案
と底水取水案について、表-5のとおり比較検討を行い、経
済性、維持管理の面で有利な底水取水案を採用した。よ
って、現況取水塔は撤去する。改修取水放流施設平面図
及び構成図を図-3、4に、改修取水放流施設の構成を表
-4に示す。

　施設の概略は、放流トンネル呑口部に底水取水管を設
置し、それに接続する導水管を放流トンネル内に敷設し、
トンネル吐口部に設けた放流施設の放流ゲート及び小容
量放流ゲートにより流量調整を行い下流河川に放流す
る。土砂吐ゲートは、底水取水管の横に設置し、放流水は
トンネル内に工事用仮排水路として設置したフリューム水
路を通して放流する。

　４．取水放流施設の改修計画

（１）改修計画の検討条件
　取水放流施設の改修計画における本ダム設計諸元は
下記のとおりで、貯水模式を図-5に示す。
　・有効貯水量　　14,523,300ｍ3

　・常時満水位　　F.W.L.142.00ｍ
　・利用最低水位　L.W.L.122.70ｍ（堆砂面標高）
　・取水量　　　　Q=3.117ｍ3/s
　・非常放流計画　FWL～LWLまでの有効貯水量を
　　　　　　　　 7日程度で放流する。
　・貯水池流入量　Q=2.241ｍ3/s
（かんがい期の10カ年平水流量）

（２）取水部の位置及び形式
１）取水部の位置
　取水部の改修に当たっては、現況の放流トンネルを導
水に利用するため、施設位置は放流トンネル上流側とす
る。また、導水距離を可能な限り短くするため、現況の土砂
吐ゲート設置位置に配置する。合わせて、非取水期のダム
及び貯水池内維持管理のため、現況と同様に土砂吐ゲー
トを取水口横に併設する。
　土砂吐ゲートの規格は、現況の土砂吐ゲートと同規模
（H1.5ｍ×W1.0ｍ）とし、取水部を新たに設けることから、
設置位置の施設規模より門数を1門とした。なお、非かん
がい期の流入量は土砂吐ゲートにより排水する計画とし
たが、出水時は主ゲートからの流下を併用することにより
土砂吐1門でも支障ない。
　土砂吐ゲートから排出する土砂水流は、放流トンネル内
に設置するＵ字フルーム（H3.2ｍ×W1.3ｍ）を介して流
下させる。

２）取水部の形式
　取水部の形式は底水取水口とし、常時満水位
(FWL.142.00ｍ)から最低水位(LWL.122.70ｍ)まで安
定して必要取水量を確保出来る必要がある。
　本ダムの底水取水口標高は、堆砂による呑口閉塞の影
響を少なくするため、最低水位LWL.122.70ｍに極力近
い標高とすることが望ましいが、最低水位までの貯水位を
7日程度で排除する必要もあるため、貯水位が最低水位
付近になっても水理的に安定して貯水を取水出来ること
が必要である。
　取水深（LWL.122.70ｍ－呑口標高）が小さいと、空気
の吸い込みが生じ、十分な放流能力が発揮出来ない恐れ
があることから、LWL122.70ｍにおいても空気が混入し
ない底水取水口標高を設定する。
　空気渦の混入しない最低取水深Hと口径Dとの関係
は、H＞1.5Dとされている1）ことから、2.5ｍを確保する。
　H＞1.5×口径1.6ｍ＝2.4ｍ≒2.5ｍ（0.5m単位丸め）
　　　　ここで、取水管口径＝φ1,600mm

（後述する、5.(2)取水口の取合いより）
　LWL.122.70ｍ－2.5ｍ＝底水取水口 EL.120.20ｍ
　底水取水口前面には、土砂や流木等の浮遊物影響を
避けるため、スクリーンを設置する。
　本施設のスクリーンは底水取水のため、常時水没して
おり、再塗装が困難であるため、ステンレス鋼を採用する。
図-6に取水地部配置計画、図-7に取水部形式を示す。

（３）導水部の位置及び形式
１）導水部の位置
　計画放流施設の導水部は、現況放流トンネル内部に設
置し、下流の調節部へ導水する計画とする。
２）導水部の形式
　導水路の形式は、圧力管路として計画する。導水管の口
径は、非常放流機能を考慮し水理検討からφ2,100mm
とする。また、非かんがい期の維持管理（貯水位低下、土
砂の排除等）を目的に、自然圧で流下させる排水路（呑口
に土砂吐ゲート1門設置）を計画して導水管と併設する。
　導水管は、据付架台により取水トンネル底版に固定さ
せるため、特別な基礎は不要であるが、圧力管路であるこ
とから予期せぬ振動等が起こる懸念がある。よって、コンク
リート基礎（巻立て）により固定支承とすることで、発生す
る振動の抑制を図る。
　導水管の管種は、鉄管路を標準とする1）ため、経年的な
発錆や錆こぶの発生に対して維持管理が容易（メンテナン
スフリー）なステンレス鋼管を採用する。　

３）土砂吐水路の形式
　導水路の土砂吐部は、トンネル内の施工スペースが狭
いため、図-8に示すように、二次製品U字フリューム（工場
製作、現地据付け）で施工を行い、導水管のコンクリート

巻立の型枠としても利用する。巻立てコンクリートは、導水
管の継手が溶接であること、スラスト力を巻立てコンクリー
ト全体で受け持つことから、一部区間で半巻きとした。ま
た、施工期間中の仮排水路として利用し、最終的には土砂
吐下流の放流水路として利用する。
（４）調節部の位置及び形式
１）調節部の位置
　現況取水放流施設では、取水施設（取水塔）内に調節
部（高圧ゲート）が配置され、貯水池内に位置している。
　改修計画では、取水部を底水取水方式に変更する事か
ら、調節部は堤体下流に計画するが、図-9に示すように、
放流トンネルの高さは5.3ｍであり、φ1,900mmの放流ゲ
ート（H≒10ｍ）の設置が出来ないことから、調節部の位置
はトンネル出口とした。

２）放流主ゲートの形式
　ダムの放流設備の内、取水及び貯水池低下放流に使用
されるゲート・バルブには次の機能が必要となる。
　a）適切な取水管理を行うため、流量調節機能が優れて
いる。

　b）高水頭、高流速での放流に対し、キャビテーション振
動等の水理的な欠陥が生じない。

　c）放流水に含まれる流塵、土砂に対し機能上支障が
ない。

　d）減勢工を含めた設置スペースが小さい。
　e）ゲート（またはバルブ）自体に減勢機能を有するか、ま
たは適当な減勢工を組み合わせることにより、放流水
のエネルギーを減殺することができ、下流側に対して
洗掘・騒音等の悪影響を生じない。

　これらの条件に対応でき、経済性にも優れることから、
「ジェットフローゲート」を採用する。
　放流ゲートは、導水管と同様に、維持管理が容易（メン
テナンスフリー）なステンレス鋼管を採用する。
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３）放流副ゲートの形式
　副ゲート・バルブは、主ゲート・バルブの上流側に設置
し、常時は全開で主ゲート・バルブが故障した場合の緊急
遮断用及び点検整備時の締切用に使用する。使用実績が
多く、経済性及び信頼性が高いことから、「高圧スライドゲ
ート」を採用する。
（５）減勢工の形式
１）減勢工の形式
　調節部の下流には、ゲート・バルブからの放流水のエネ
ルギーによって、下流側構造物に悪影響を与えない、振
動・騒音を発生させないように放流水脈を減勢する減勢
工を設けなければならない。
　減勢方式は、空中放流と水中放流の２方式があり、水中
放流形式は、水中に放流するため減勢区間が短くなるが、
減勢工の深さが深くなるため掘削量が増加する。一方、空
中放流形式は、空中放流により減勢区間が長くなるが、放
流口の標高を高く出来るため、掘削量を削減出来る。減勢
工の分類を図-10に示す。減勢工の方式は、２方式の比
較検討を行った結果、本ダムでは施工性及び維持管理面
で有利となる「空中放流方式」を選定した。詳細について
は、６．コスト縮減の検討を参照。

２）整流管
　ジェットフローゲートでは、ゲート下流に直接水中減勢工
あるいは大気中に放流される場合を除き、放流ジェットを整
流にするための整流管を設ける1）とされている。本ダムでは、
下流河川（当別川）に直接放流しないため、整流管を計画
する。管種は、導水部と同様にステンレス鋼管を採用した。
　整流管の口径は、ゲート口径の1.2倍以上とされること
から、整流管口径は、φ2,300mmとした。
　・整流管口径(m)＝1.2×ゲート口径Ｄ(m)
　　　　　　　　＝1.2×1.9ｍ＝2.28ｍ（≒2.3ｍ）

　５．施設規模の検討

（１）水理計算条件
　本ダムの取水放流施設は、非常放流施設を兼ねるた
め、施設規模は水理計算により決定する。
　河川管理施設等構造令施行規則第10条の説明による
と、「放流設備の能力は、貯水池の規模、流域特性等を考慮
する必要があるが、常時満水位から貯水池運用計画上の
最低水位までを、表面遮水壁型のフィルダムでは約4日間
で、その他の種類のフィルダムでは7日～10日間程度で、水
位低下出来ることをその目安としている。」2）との記載がある。
　本ダムは傾斜遮水ゾーン型フィルダム（上記のその他の種類
のダム）であり、貯水位低下日数は7～10日程度が適用される。
　本ダムの貯水位低下条件は、道内他ダムの実績を考慮
して安全側を採用することとし、以下のように設定した。
 ・ 貯水池流入量を無視した場合に7日以内に水位低下さ
せる。

 ・ 貯水池流入量を考慮した場合でも7日程度（四捨五入し
て7日）で水位を低下させる。

　水理計算に使用する放流ゲートからの放流量は、次式
によって計算を行った。

　　ここに、 Q：　放流量（m3/s）
  C：　主ゲートの流量係数
  A：　主ゲートの通水断面積（ｍ2）
  g：　重力加速度（ｍ/s2）
  H：　作用静水頭（ｍ）
  fi：　各部の損失係数
  Ai：　各部の断面積（ｍ2）
（２）取水口の取合い
　取水部では、取水管径が大きいほど損失水頭が小さく
なるため水理的に有利となる。現況放流トンネル呑口は覆
工コンクリートにより狭小断面(2r＝4.0m)となっているこ
と、土砂吐入口幅（ゲート幅と同じ1.0m)を確保する必要
があること、取水管設置時の据付材を設置する余裕を確
保する必要があることを考慮して、図-11に示すように取
水管入口部の口径はφ1,600mmとし、下流側で水理計
算条件を満足する導水管口径φ2,100mmに拡幅した。

（３）水理計算結果
　取水放流施設の各種損失を整理すると表-6のとおり
で、これを用いて貯水位低下計算を行った結果を表-7お
よび表-8に示す。貯水池流入量を無視した場合の貯水位
低下日数：6.6日（水位低下期間：7日以内）と、考慮した場
合の貯水位低下日数：7.3日（水位低下期間：7日程度）の
いずれも条件を満足する事を確認した。

写真-2　取水ゲート扉体全体の発錆

写真-3　取水塔の欠損、鉄筋露出

写真-4　調整ゲート戸当たりの接触痕

表-2　現況取水放流施設の構成

図-1　現況取水放流施設平面図

図-2　現況取水塔の構成

　６．コスト縮減の検討

　本ダムの取水放流施設の改修は、河道内の限られた区
域において複数年にまたがる施工が必須であるため、使用
機械や詳細な施工方法を検討した上で各工種の設計を
行うと共に、各施工年度・施工段階における水理条件を整

理し、現地条件に適した仮設備の検討を行った。また、放
流施設の減勢工の見直しや、導水管巻立て形状の見直し
を行い、コスト縮減や施工性の向上の提案を行った。
　コスト縮減の具体的内容を表-9に、それぞれの検討結
果を表-10、11に示す。

（１）減勢工方式の見直しによるコスト縮減
　事業計画書では、放流施設の減勢工は水中放流方式
となっているが、減勢工を空中放流方式に変更することに

よりコスト縮減が図られる。また、岩掘削量が約30％減少
するため施工性が向上する。

（２）導水管巻立の見直しによるコスト縮減
　前述のように、導水管は溶接による一体構造となること
から、スラスト力の検討を実施し、適用可能な区間につい
て半巻きに見直すことにより、コンクリート量の削減による
コスト縮減が図られる。
（３）施工計画
　青山ダムの貯水池流入水の流下は、既設放流トンネル
を経由しなければならない。導水管工事は放流トンネル内
の施工となるため、坑内作業と仮排水を同時に行う必要
がある。このため、図-12に示すように、土砂吐水路（二次
製品U字フリューム）を事前に設置して仮排水路として利
用することで、効率的な仮設配置となるように計画した。導
水管の据付は、門構クレーンをトンネル内に搬入し、導水
管を吊上げて架台に設置する計画とした。

　７．おわりに

　青山ダム取水放流施設のコスト縮減を念頭に置いた改
修計画について報告した。青山ダムでは下流の当別ダムの
完成により温水取水が不必要となり、現況取水塔を撤去
し、調節部を放流トンネル出口に移設するなど、大規模な
取水放流施設の改築が計画されている。改築により、調節
部がジェットフローゲートになるため、放流量の調節が容
易になるなど維持管理面の向上が期待される。
　本報告は平成29年度の設計時点であり、現在も実施
工に向けて、施工計画の見直しを含めた検討を実施して
いる。

（株式会社 三祐コンサルタンツ）
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　１．はじめに

　篠津青山地区は、北海道の石狩郡当別町に位置し、一
級河川石狩川水系当別川に沿って帯状に発展した
3,169haの水田地帯である。本地区の主水源である青山
ダムは、国営篠津地域泥炭地開発事業により、昭和31年
度から昭和38年度にかけて当別町字青山に築造された
かんがい専用のダムである。
　本ダムは、その後、国営篠津第二土地改良事業（昭和
58年度～昭和60年度）及び国営当別土地改良事業（平
成6年度～平成26年度）により改修が行われた。ダムの諸
元を表-1、ダム全景を写真-1に示す。

　本ダムの約20km下流に平成24年度から当別ダム（補
助多目的ダム）の供用が開始された。本ダムと当別ダムの
農業用水源は一体として運用されることになり、水供給の
運用は当別ダムが行うことになった。
　本ダムは貯水池機能と必要な水量を当別ダムへ注水す
る機能に特化され、施設の改修に当たっては改修コストの
縮減、ダムの操作に当たっては省力的な運用が可能となる
施設の改修設計が求められた。
　また、本ダムは平成29年度から国営篠津青山土地改良
事業（国営施設応急対策）で実施しており、取水放流施設
改修設計が事業計画で認められている小水力発電施設
の設計に大きな手戻りとならないことを条件として検討を
行っている。

　２．取水放流施設の現状

（１）取水放流施設の現状
　本ダムは供用開始以来50年以上が経過している。
　また、取水施設のうちゲート設備は昭和６１年の供用開
始以来30年以上が経過し、老朽化により施設には以下の
機能障害が生じている状況である。

・ 調整ゲート可動状況の不具合
・ 高圧ゲート戸当り部からの漏水
・ 土砂吐ゲート戸当り部からの漏水
・ 取水塔本体コンクリートの劣化

　このため、本ダムの既存施設について機能診断調査を
実施し、改修の必要性を判断した。
（２）調査結果
　取水塔の土木施設の劣化状況は、頂版部で剥離剥落・
鉄筋の露出(部分的)、外壁部でひび割れ・粗骨材の剥離
（部分的）・欠損、取水口部で粗骨材の露出（全体的）・鉄
筋の露出(部分的)・欠損が見られる。劣化状況を写真-
２、３、４に示す。

　ゲート設備の劣化状況は、設備全てにおいて発錆がみ
られ、高圧ゲート及び土砂吐ゲートにおいては、戸当たり
部から漏水が確認されている。また、調整ゲート戸当たり
部には扉体との接触痕も確認されている。
　機能診断結果より、取水施設の健全度は、土木施設及び
機械設備のいずれも老朽化による機能低下が生じていると
判断されることから、取水施設の改修を行う計画とした。

　３．取水放流施設の改修方針

（１）現況取水放流施設の構成
　現況取水施設は、取水部は堤体左岸地山に設置された
取水塔内の調整ゲート及び取水ゲート、調整部の高圧ゲ

ートにより、表面取水・流量調整を行い、放流トンネルに接
続する暗渠水路を通って、放流トンネル内に放流している。
　土砂吐ゲートは、放流トンネル呑口部に設置されてい
る。現況取水放流施設の平面図を図-1、施設の構成を表
-2、施設の現況取水塔の構成を図-2に示す。
（２）取水放流施設の改修方針
１）改修方針
　本ダムでは国営当別土地改良事業（平成6年度～平成
26年度）において、代掻き期間の短縮や深水かんがい用
水の確保がなされたことから、表-3のように施設計画の
必要条件が変更されている。

　特に本ダムの下流に当別ダムが建設され、同ダムで温
水取水（表面取水）が可能となったことから、本ダムにおけ
る温水取水の必要性が無くなったため、取水施設の改修
に当たっては、取水形式は経済性に優れる底水取水形式
とし、トンネル内に設置する導水管により調節部まで導水

し、放流ゲートにより流量調整を行い下流河川へ放流する
計画とした。
２）取水放流施設の構成
　改修取水放流施設計画は、現況取水塔の全面更新案
と底水取水案について、表-5のとおり比較検討を行い、経
済性、維持管理の面で有利な底水取水案を採用した。よ
って、現況取水塔は撤去する。改修取水放流施設平面図
及び構成図を図-3、4に、改修取水放流施設の構成を表
-4に示す。

　施設の概略は、放流トンネル呑口部に底水取水管を設
置し、それに接続する導水管を放流トンネル内に敷設し、
トンネル吐口部に設けた放流施設の放流ゲート及び小容
量放流ゲートにより流量調整を行い下流河川に放流す
る。土砂吐ゲートは、底水取水管の横に設置し、放流水は
トンネル内に工事用仮排水路として設置したフリューム水
路を通して放流する。

　４．取水放流施設の改修計画

（１）改修計画の検討条件
　取水放流施設の改修計画における本ダム設計諸元は
下記のとおりで、貯水模式を図-5に示す。
　・有効貯水量　　14,523,300ｍ3

　・常時満水位　　F.W.L.142.00ｍ
　・利用最低水位　L.W.L.122.70ｍ（堆砂面標高）
　・取水量　　　　Q=3.117ｍ3/s
　・非常放流計画　FWL～LWLまでの有効貯水量を
　　　　　　　　 7日程度で放流する。
　・貯水池流入量　Q=2.241ｍ3/s
（かんがい期の10カ年平水流量）

（２）取水部の位置及び形式
１）取水部の位置
　取水部の改修に当たっては、現況の放流トンネルを導
水に利用するため、施設位置は放流トンネル上流側とす
る。また、導水距離を可能な限り短くするため、現況の土砂
吐ゲート設置位置に配置する。合わせて、非取水期のダム
及び貯水池内維持管理のため、現況と同様に土砂吐ゲー
トを取水口横に併設する。
　土砂吐ゲートの規格は、現況の土砂吐ゲートと同規模
（H1.5ｍ×W1.0ｍ）とし、取水部を新たに設けることから、
設置位置の施設規模より門数を1門とした。なお、非かん
がい期の流入量は土砂吐ゲートにより排水する計画とし
たが、出水時は主ゲートからの流下を併用することにより
土砂吐1門でも支障ない。
　土砂吐ゲートから排出する土砂水流は、放流トンネル内
に設置するＵ字フルーム（H3.2ｍ×W1.3ｍ）を介して流
下させる。

２）取水部の形式
　取水部の形式は底水取水口とし、常時満水位
(FWL.142.00ｍ)から最低水位(LWL.122.70ｍ)まで安
定して必要取水量を確保出来る必要がある。
　本ダムの底水取水口標高は、堆砂による呑口閉塞の影
響を少なくするため、最低水位LWL.122.70ｍに極力近
い標高とすることが望ましいが、最低水位までの貯水位を
7日程度で排除する必要もあるため、貯水位が最低水位
付近になっても水理的に安定して貯水を取水出来ること
が必要である。
　取水深（LWL.122.70ｍ－呑口標高）が小さいと、空気
の吸い込みが生じ、十分な放流能力が発揮出来ない恐れ
があることから、LWL122.70ｍにおいても空気が混入し
ない底水取水口標高を設定する。
　空気渦の混入しない最低取水深Hと口径Dとの関係
は、H＞1.5Dとされている1）ことから、2.5ｍを確保する。
　H＞1.5×口径1.6ｍ＝2.4ｍ≒2.5ｍ（0.5m単位丸め）
　　　　ここで、取水管口径＝φ1,600mm

（後述する、5.(2)取水口の取合いより）
　LWL.122.70ｍ－2.5ｍ＝底水取水口 EL.120.20ｍ
　底水取水口前面には、土砂や流木等の浮遊物影響を
避けるため、スクリーンを設置する。
　本施設のスクリーンは底水取水のため、常時水没して
おり、再塗装が困難であるため、ステンレス鋼を採用する。
図-6に取水地部配置計画、図-7に取水部形式を示す。

（３）導水部の位置及び形式
１）導水部の位置
　計画放流施設の導水部は、現況放流トンネル内部に設
置し、下流の調節部へ導水する計画とする。
２）導水部の形式
　導水路の形式は、圧力管路として計画する。導水管の口
径は、非常放流機能を考慮し水理検討からφ2,100mm
とする。また、非かんがい期の維持管理（貯水位低下、土
砂の排除等）を目的に、自然圧で流下させる排水路（呑口
に土砂吐ゲート1門設置）を計画して導水管と併設する。
　導水管は、据付架台により取水トンネル底版に固定さ
せるため、特別な基礎は不要であるが、圧力管路であるこ
とから予期せぬ振動等が起こる懸念がある。よって、コンク
リート基礎（巻立て）により固定支承とすることで、発生す
る振動の抑制を図る。
　導水管の管種は、鉄管路を標準とする1）ため、経年的な
発錆や錆こぶの発生に対して維持管理が容易（メンテナン
スフリー）なステンレス鋼管を採用する。　

３）土砂吐水路の形式
　導水路の土砂吐部は、トンネル内の施工スペースが狭
いため、図-8に示すように、二次製品U字フリューム（工場
製作、現地据付け）で施工を行い、導水管のコンクリート

巻立の型枠としても利用する。巻立てコンクリートは、導水
管の継手が溶接であること、スラスト力を巻立てコンクリー
ト全体で受け持つことから、一部区間で半巻きとした。ま
た、施工期間中の仮排水路として利用し、最終的には土砂
吐下流の放流水路として利用する。
（４）調節部の位置及び形式
１）調節部の位置
　現況取水放流施設では、取水施設（取水塔）内に調節
部（高圧ゲート）が配置され、貯水池内に位置している。
　改修計画では、取水部を底水取水方式に変更する事か
ら、調節部は堤体下流に計画するが、図-9に示すように、
放流トンネルの高さは5.3ｍであり、φ1,900mmの放流ゲ
ート（H≒10ｍ）の設置が出来ないことから、調節部の位置
はトンネル出口とした。

２）放流主ゲートの形式
　ダムの放流設備の内、取水及び貯水池低下放流に使用
されるゲート・バルブには次の機能が必要となる。
　a）適切な取水管理を行うため、流量調節機能が優れて
いる。

　b）高水頭、高流速での放流に対し、キャビテーション振
動等の水理的な欠陥が生じない。

　c）放流水に含まれる流塵、土砂に対し機能上支障が
ない。

　d）減勢工を含めた設置スペースが小さい。
　e）ゲート（またはバルブ）自体に減勢機能を有するか、ま
たは適当な減勢工を組み合わせることにより、放流水
のエネルギーを減殺することができ、下流側に対して
洗掘・騒音等の悪影響を生じない。

　これらの条件に対応でき、経済性にも優れることから、
「ジェットフローゲート」を採用する。
　放流ゲートは、導水管と同様に、維持管理が容易（メン
テナンスフリー）なステンレス鋼管を採用する。
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３）放流副ゲートの形式
　副ゲート・バルブは、主ゲート・バルブの上流側に設置
し、常時は全開で主ゲート・バルブが故障した場合の緊急
遮断用及び点検整備時の締切用に使用する。使用実績が
多く、経済性及び信頼性が高いことから、「高圧スライドゲ
ート」を採用する。
（５）減勢工の形式
１）減勢工の形式
　調節部の下流には、ゲート・バルブからの放流水のエネ
ルギーによって、下流側構造物に悪影響を与えない、振
動・騒音を発生させないように放流水脈を減勢する減勢
工を設けなければならない。
　減勢方式は、空中放流と水中放流の２方式があり、水中
放流形式は、水中に放流するため減勢区間が短くなるが、
減勢工の深さが深くなるため掘削量が増加する。一方、空
中放流形式は、空中放流により減勢区間が長くなるが、放
流口の標高を高く出来るため、掘削量を削減出来る。減勢
工の分類を図-10に示す。減勢工の方式は、２方式の比
較検討を行った結果、本ダムでは施工性及び維持管理面
で有利となる「空中放流方式」を選定した。詳細について
は、６．コスト縮減の検討を参照。

２）整流管
　ジェットフローゲートでは、ゲート下流に直接水中減勢工
あるいは大気中に放流される場合を除き、放流ジェットを整
流にするための整流管を設ける1）とされている。本ダムでは、
下流河川（当別川）に直接放流しないため、整流管を計画
する。管種は、導水部と同様にステンレス鋼管を採用した。
　整流管の口径は、ゲート口径の1.2倍以上とされること
から、整流管口径は、φ2,300mmとした。
　・整流管口径(m)＝1.2×ゲート口径Ｄ(m)
　　　　　　　　＝1.2×1.9ｍ＝2.28ｍ（≒2.3ｍ）

　５．施設規模の検討

（１）水理計算条件
　本ダムの取水放流施設は、非常放流施設を兼ねるた
め、施設規模は水理計算により決定する。
　河川管理施設等構造令施行規則第10条の説明による
と、「放流設備の能力は、貯水池の規模、流域特性等を考慮
する必要があるが、常時満水位から貯水池運用計画上の
最低水位までを、表面遮水壁型のフィルダムでは約4日間
で、その他の種類のフィルダムでは7日～10日間程度で、水
位低下出来ることをその目安としている。」2）との記載がある。
　本ダムは傾斜遮水ゾーン型フィルダム（上記のその他の種類
のダム）であり、貯水位低下日数は7～10日程度が適用される。
　本ダムの貯水位低下条件は、道内他ダムの実績を考慮
して安全側を採用することとし、以下のように設定した。
 ・ 貯水池流入量を無視した場合に7日以内に水位低下さ
せる。

 ・ 貯水池流入量を考慮した場合でも7日程度（四捨五入し
て7日）で水位を低下させる。

　水理計算に使用する放流ゲートからの放流量は、次式
によって計算を行った。

　　ここに、 Q：　放流量（m3/s）
  C：　主ゲートの流量係数
  A：　主ゲートの通水断面積（ｍ2）
  g：　重力加速度（ｍ/s2）
  H：　作用静水頭（ｍ）
  fi：　各部の損失係数
  Ai：　各部の断面積（ｍ2）
（２）取水口の取合い
　取水部では、取水管径が大きいほど損失水頭が小さく
なるため水理的に有利となる。現況放流トンネル呑口は覆
工コンクリートにより狭小断面(2r＝4.0m)となっているこ
と、土砂吐入口幅（ゲート幅と同じ1.0m)を確保する必要
があること、取水管設置時の据付材を設置する余裕を確
保する必要があることを考慮して、図-11に示すように取
水管入口部の口径はφ1,600mmとし、下流側で水理計
算条件を満足する導水管口径φ2,100mmに拡幅した。

（３）水理計算結果
　取水放流施設の各種損失を整理すると表-6のとおり
で、これを用いて貯水位低下計算を行った結果を表-7お
よび表-8に示す。貯水池流入量を無視した場合の貯水位
低下日数：6.6日（水位低下期間：7日以内）と、考慮した場
合の貯水位低下日数：7.3日（水位低下期間：7日程度）の
いずれも条件を満足する事を確認した。

表-3　取水放流設備の必要条件

表-4　改修取水放流施設の構成

図-3　改修取水放流施設平面図

図-4　改修取水放流施設の構成

　６．コスト縮減の検討

　本ダムの取水放流施設の改修は、河道内の限られた区
域において複数年にまたがる施工が必須であるため、使用
機械や詳細な施工方法を検討した上で各工種の設計を
行うと共に、各施工年度・施工段階における水理条件を整

理し、現地条件に適した仮設備の検討を行った。また、放
流施設の減勢工の見直しや、導水管巻立て形状の見直し
を行い、コスト縮減や施工性の向上の提案を行った。
　コスト縮減の具体的内容を表-9に、それぞれの検討結
果を表-10、11に示す。

（１）減勢工方式の見直しによるコスト縮減
　事業計画書では、放流施設の減勢工は水中放流方式
となっているが、減勢工を空中放流方式に変更することに

よりコスト縮減が図られる。また、岩掘削量が約30％減少
するため施工性が向上する。

（２）導水管巻立の見直しによるコスト縮減
　前述のように、導水管は溶接による一体構造となること
から、スラスト力の検討を実施し、適用可能な区間につい
て半巻きに見直すことにより、コンクリート量の削減による
コスト縮減が図られる。
（３）施工計画
　青山ダムの貯水池流入水の流下は、既設放流トンネル
を経由しなければならない。導水管工事は放流トンネル内
の施工となるため、坑内作業と仮排水を同時に行う必要
がある。このため、図-12に示すように、土砂吐水路（二次
製品U字フリューム）を事前に設置して仮排水路として利
用することで、効率的な仮設配置となるように計画した。導
水管の据付は、門構クレーンをトンネル内に搬入し、導水
管を吊上げて架台に設置する計画とした。

　７．おわりに

　青山ダム取水放流施設のコスト縮減を念頭に置いた改
修計画について報告した。青山ダムでは下流の当別ダムの
完成により温水取水が不必要となり、現況取水塔を撤去
し、調節部を放流トンネル出口に移設するなど、大規模な
取水放流施設の改築が計画されている。改築により、調節
部がジェットフローゲートになるため、放流量の調節が容
易になるなど維持管理面の向上が期待される。
　本報告は平成29年度の設計時点であり、現在も実施
工に向けて、施工計画の見直しを含めた検討を実施して
いる。

（株式会社 三祐コンサルタンツ）
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　１．はじめに

　篠津青山地区は、北海道の石狩郡当別町に位置し、一
級河川石狩川水系当別川に沿って帯状に発展した
3,169haの水田地帯である。本地区の主水源である青山
ダムは、国営篠津地域泥炭地開発事業により、昭和31年
度から昭和38年度にかけて当別町字青山に築造された
かんがい専用のダムである。
　本ダムは、その後、国営篠津第二土地改良事業（昭和
58年度～昭和60年度）及び国営当別土地改良事業（平
成6年度～平成26年度）により改修が行われた。ダムの諸
元を表-1、ダム全景を写真-1に示す。

　本ダムの約20km下流に平成24年度から当別ダム（補
助多目的ダム）の供用が開始された。本ダムと当別ダムの
農業用水源は一体として運用されることになり、水供給の
運用は当別ダムが行うことになった。
　本ダムは貯水池機能と必要な水量を当別ダムへ注水す
る機能に特化され、施設の改修に当たっては改修コストの
縮減、ダムの操作に当たっては省力的な運用が可能となる
施設の改修設計が求められた。
　また、本ダムは平成29年度から国営篠津青山土地改良
事業（国営施設応急対策）で実施しており、取水放流施設
改修設計が事業計画で認められている小水力発電施設
の設計に大きな手戻りとならないことを条件として検討を
行っている。

　２．取水放流施設の現状

（１）取水放流施設の現状
　本ダムは供用開始以来50年以上が経過している。
　また、取水施設のうちゲート設備は昭和６１年の供用開
始以来30年以上が経過し、老朽化により施設には以下の
機能障害が生じている状況である。

・ 調整ゲート可動状況の不具合
・ 高圧ゲート戸当り部からの漏水
・ 土砂吐ゲート戸当り部からの漏水
・ 取水塔本体コンクリートの劣化

　このため、本ダムの既存施設について機能診断調査を
実施し、改修の必要性を判断した。
（２）調査結果
　取水塔の土木施設の劣化状況は、頂版部で剥離剥落・
鉄筋の露出(部分的)、外壁部でひび割れ・粗骨材の剥離
（部分的）・欠損、取水口部で粗骨材の露出（全体的）・鉄
筋の露出(部分的)・欠損が見られる。劣化状況を写真-
２、３、４に示す。

　ゲート設備の劣化状況は、設備全てにおいて発錆がみ
られ、高圧ゲート及び土砂吐ゲートにおいては、戸当たり
部から漏水が確認されている。また、調整ゲート戸当たり
部には扉体との接触痕も確認されている。
　機能診断結果より、取水施設の健全度は、土木施設及び
機械設備のいずれも老朽化による機能低下が生じていると
判断されることから、取水施設の改修を行う計画とした。

　３．取水放流施設の改修方針

（１）現況取水放流施設の構成
　現況取水施設は、取水部は堤体左岸地山に設置された
取水塔内の調整ゲート及び取水ゲート、調整部の高圧ゲ

ートにより、表面取水・流量調整を行い、放流トンネルに接
続する暗渠水路を通って、放流トンネル内に放流している。
　土砂吐ゲートは、放流トンネル呑口部に設置されてい
る。現況取水放流施設の平面図を図-1、施設の構成を表
-2、施設の現況取水塔の構成を図-2に示す。
（２）取水放流施設の改修方針
１）改修方針
　本ダムでは国営当別土地改良事業（平成6年度～平成
26年度）において、代掻き期間の短縮や深水かんがい用
水の確保がなされたことから、表-3のように施設計画の
必要条件が変更されている。

　特に本ダムの下流に当別ダムが建設され、同ダムで温
水取水（表面取水）が可能となったことから、本ダムにおけ
る温水取水の必要性が無くなったため、取水施設の改修
に当たっては、取水形式は経済性に優れる底水取水形式
とし、トンネル内に設置する導水管により調節部まで導水

し、放流ゲートにより流量調整を行い下流河川へ放流する
計画とした。
２）取水放流施設の構成
　改修取水放流施設計画は、現況取水塔の全面更新案
と底水取水案について、表-5のとおり比較検討を行い、経
済性、維持管理の面で有利な底水取水案を採用した。よ
って、現況取水塔は撤去する。改修取水放流施設平面図
及び構成図を図-3、4に、改修取水放流施設の構成を表
-4に示す。

　施設の概略は、放流トンネル呑口部に底水取水管を設
置し、それに接続する導水管を放流トンネル内に敷設し、
トンネル吐口部に設けた放流施設の放流ゲート及び小容
量放流ゲートにより流量調整を行い下流河川に放流す
る。土砂吐ゲートは、底水取水管の横に設置し、放流水は
トンネル内に工事用仮排水路として設置したフリューム水
路を通して放流する。

　４．取水放流施設の改修計画

（１）改修計画の検討条件
　取水放流施設の改修計画における本ダム設計諸元は
下記のとおりで、貯水模式を図-5に示す。
　・有効貯水量　　14,523,300ｍ3

　・常時満水位　　F.W.L.142.00ｍ
　・利用最低水位　L.W.L.122.70ｍ（堆砂面標高）
　・取水量　　　　Q=3.117ｍ3/s
　・非常放流計画　FWL～LWLまでの有効貯水量を
　　　　　　　　 7日程度で放流する。
　・貯水池流入量　Q=2.241ｍ3/s
（かんがい期の10カ年平水流量）

（２）取水部の位置及び形式
１）取水部の位置
　取水部の改修に当たっては、現況の放流トンネルを導
水に利用するため、施設位置は放流トンネル上流側とす
る。また、導水距離を可能な限り短くするため、現況の土砂
吐ゲート設置位置に配置する。合わせて、非取水期のダム
及び貯水池内維持管理のため、現況と同様に土砂吐ゲー
トを取水口横に併設する。
　土砂吐ゲートの規格は、現況の土砂吐ゲートと同規模
（H1.5ｍ×W1.0ｍ）とし、取水部を新たに設けることから、
設置位置の施設規模より門数を1門とした。なお、非かん
がい期の流入量は土砂吐ゲートにより排水する計画とし
たが、出水時は主ゲートからの流下を併用することにより
土砂吐1門でも支障ない。
　土砂吐ゲートから排出する土砂水流は、放流トンネル内
に設置するＵ字フルーム（H3.2ｍ×W1.3ｍ）を介して流
下させる。

２）取水部の形式
　取水部の形式は底水取水口とし、常時満水位
(FWL.142.00ｍ)から最低水位(LWL.122.70ｍ)まで安
定して必要取水量を確保出来る必要がある。
　本ダムの底水取水口標高は、堆砂による呑口閉塞の影
響を少なくするため、最低水位LWL.122.70ｍに極力近
い標高とすることが望ましいが、最低水位までの貯水位を
7日程度で排除する必要もあるため、貯水位が最低水位
付近になっても水理的に安定して貯水を取水出来ること
が必要である。
　取水深（LWL.122.70ｍ－呑口標高）が小さいと、空気
の吸い込みが生じ、十分な放流能力が発揮出来ない恐れ
があることから、LWL122.70ｍにおいても空気が混入し
ない底水取水口標高を設定する。
　空気渦の混入しない最低取水深Hと口径Dとの関係
は、H＞1.5Dとされている1）ことから、2.5ｍを確保する。
　H＞1.5×口径1.6ｍ＝2.4ｍ≒2.5ｍ（0.5m単位丸め）
　　　　ここで、取水管口径＝φ1,600mm

（後述する、5.(2)取水口の取合いより）
　LWL.122.70ｍ－2.5ｍ＝底水取水口 EL.120.20ｍ
　底水取水口前面には、土砂や流木等の浮遊物影響を
避けるため、スクリーンを設置する。
　本施設のスクリーンは底水取水のため、常時水没して
おり、再塗装が困難であるため、ステンレス鋼を採用する。
図-6に取水地部配置計画、図-7に取水部形式を示す。

（３）導水部の位置及び形式
１）導水部の位置
　計画放流施設の導水部は、現況放流トンネル内部に設
置し、下流の調節部へ導水する計画とする。
２）導水部の形式
　導水路の形式は、圧力管路として計画する。導水管の口
径は、非常放流機能を考慮し水理検討からφ2,100mm
とする。また、非かんがい期の維持管理（貯水位低下、土
砂の排除等）を目的に、自然圧で流下させる排水路（呑口
に土砂吐ゲート1門設置）を計画して導水管と併設する。
　導水管は、据付架台により取水トンネル底版に固定さ
せるため、特別な基礎は不要であるが、圧力管路であるこ
とから予期せぬ振動等が起こる懸念がある。よって、コンク
リート基礎（巻立て）により固定支承とすることで、発生す
る振動の抑制を図る。
　導水管の管種は、鉄管路を標準とする1）ため、経年的な
発錆や錆こぶの発生に対して維持管理が容易（メンテナン
スフリー）なステンレス鋼管を採用する。　

３）土砂吐水路の形式
　導水路の土砂吐部は、トンネル内の施工スペースが狭
いため、図-8に示すように、二次製品U字フリューム（工場
製作、現地据付け）で施工を行い、導水管のコンクリート

巻立の型枠としても利用する。巻立てコンクリートは、導水
管の継手が溶接であること、スラスト力を巻立てコンクリー
ト全体で受け持つことから、一部区間で半巻きとした。ま
た、施工期間中の仮排水路として利用し、最終的には土砂
吐下流の放流水路として利用する。
（４）調節部の位置及び形式
１）調節部の位置
　現況取水放流施設では、取水施設（取水塔）内に調節
部（高圧ゲート）が配置され、貯水池内に位置している。
　改修計画では、取水部を底水取水方式に変更する事か
ら、調節部は堤体下流に計画するが、図-9に示すように、
放流トンネルの高さは5.3ｍであり、φ1,900mmの放流ゲ
ート（H≒10ｍ）の設置が出来ないことから、調節部の位置
はトンネル出口とした。

２）放流主ゲートの形式
　ダムの放流設備の内、取水及び貯水池低下放流に使用
されるゲート・バルブには次の機能が必要となる。
　a）適切な取水管理を行うため、流量調節機能が優れて
いる。

　b）高水頭、高流速での放流に対し、キャビテーション振
動等の水理的な欠陥が生じない。

　c）放流水に含まれる流塵、土砂に対し機能上支障が
ない。

　d）減勢工を含めた設置スペースが小さい。
　e）ゲート（またはバルブ）自体に減勢機能を有するか、ま
たは適当な減勢工を組み合わせることにより、放流水
のエネルギーを減殺することができ、下流側に対して
洗掘・騒音等の悪影響を生じない。

　これらの条件に対応でき、経済性にも優れることから、
「ジェットフローゲート」を採用する。
　放流ゲートは、導水管と同様に、維持管理が容易（メン
テナンスフリー）なステンレス鋼管を採用する。
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３）放流副ゲートの形式
　副ゲート・バルブは、主ゲート・バルブの上流側に設置
し、常時は全開で主ゲート・バルブが故障した場合の緊急
遮断用及び点検整備時の締切用に使用する。使用実績が
多く、経済性及び信頼性が高いことから、「高圧スライドゲ
ート」を採用する。
（５）減勢工の形式
１）減勢工の形式
　調節部の下流には、ゲート・バルブからの放流水のエネ
ルギーによって、下流側構造物に悪影響を与えない、振
動・騒音を発生させないように放流水脈を減勢する減勢
工を設けなければならない。
　減勢方式は、空中放流と水中放流の２方式があり、水中
放流形式は、水中に放流するため減勢区間が短くなるが、
減勢工の深さが深くなるため掘削量が増加する。一方、空
中放流形式は、空中放流により減勢区間が長くなるが、放
流口の標高を高く出来るため、掘削量を削減出来る。減勢
工の分類を図-10に示す。減勢工の方式は、２方式の比
較検討を行った結果、本ダムでは施工性及び維持管理面
で有利となる「空中放流方式」を選定した。詳細について
は、６．コスト縮減の検討を参照。

２）整流管
　ジェットフローゲートでは、ゲート下流に直接水中減勢工
あるいは大気中に放流される場合を除き、放流ジェットを整
流にするための整流管を設ける1）とされている。本ダムでは、
下流河川（当別川）に直接放流しないため、整流管を計画
する。管種は、導水部と同様にステンレス鋼管を採用した。
　整流管の口径は、ゲート口径の1.2倍以上とされること
から、整流管口径は、φ2,300mmとした。
　・整流管口径(m)＝1.2×ゲート口径Ｄ(m)
　　　　　　　　＝1.2×1.9ｍ＝2.28ｍ（≒2.3ｍ）

　５．施設規模の検討

（１）水理計算条件
　本ダムの取水放流施設は、非常放流施設を兼ねるた
め、施設規模は水理計算により決定する。
　河川管理施設等構造令施行規則第10条の説明による
と、「放流設備の能力は、貯水池の規模、流域特性等を考慮
する必要があるが、常時満水位から貯水池運用計画上の
最低水位までを、表面遮水壁型のフィルダムでは約4日間
で、その他の種類のフィルダムでは7日～10日間程度で、水
位低下出来ることをその目安としている。」2）との記載がある。
　本ダムは傾斜遮水ゾーン型フィルダム（上記のその他の種類
のダム）であり、貯水位低下日数は7～10日程度が適用される。
　本ダムの貯水位低下条件は、道内他ダムの実績を考慮
して安全側を採用することとし、以下のように設定した。
 ・ 貯水池流入量を無視した場合に7日以内に水位低下さ
せる。

 ・ 貯水池流入量を考慮した場合でも7日程度（四捨五入し
て7日）で水位を低下させる。

　水理計算に使用する放流ゲートからの放流量は、次式
によって計算を行った。

　　ここに、 Q：　放流量（m3/s）
  C：　主ゲートの流量係数
  A：　主ゲートの通水断面積（ｍ2）
  g：　重力加速度（ｍ/s2）
  H：　作用静水頭（ｍ）
  fi：　各部の損失係数
  Ai：　各部の断面積（ｍ2）
（２）取水口の取合い
　取水部では、取水管径が大きいほど損失水頭が小さく
なるため水理的に有利となる。現況放流トンネル呑口は覆
工コンクリートにより狭小断面(2r＝4.0m)となっているこ
と、土砂吐入口幅（ゲート幅と同じ1.0m)を確保する必要
があること、取水管設置時の据付材を設置する余裕を確
保する必要があることを考慮して、図-11に示すように取
水管入口部の口径はφ1,600mmとし、下流側で水理計
算条件を満足する導水管口径φ2,100mmに拡幅した。

（３）水理計算結果
　取水放流施設の各種損失を整理すると表-6のとおり
で、これを用いて貯水位低下計算を行った結果を表-7お
よび表-8に示す。貯水池流入量を無視した場合の貯水位
低下日数：6.6日（水位低下期間：7日以内）と、考慮した場
合の貯水位低下日数：7.3日（水位低下期間：7日程度）の
いずれも条件を満足する事を確認した。

表-5　改修取水放流施設の比較表

　６．コスト縮減の検討

　本ダムの取水放流施設の改修は、河道内の限られた区
域において複数年にまたがる施工が必須であるため、使用
機械や詳細な施工方法を検討した上で各工種の設計を
行うと共に、各施工年度・施工段階における水理条件を整

理し、現地条件に適した仮設備の検討を行った。また、放
流施設の減勢工の見直しや、導水管巻立て形状の見直し
を行い、コスト縮減や施工性の向上の提案を行った。
　コスト縮減の具体的内容を表-9に、それぞれの検討結
果を表-10、11に示す。

（１）減勢工方式の見直しによるコスト縮減
　事業計画書では、放流施設の減勢工は水中放流方式
となっているが、減勢工を空中放流方式に変更することに

よりコスト縮減が図られる。また、岩掘削量が約30％減少
するため施工性が向上する。

（２）導水管巻立の見直しによるコスト縮減
　前述のように、導水管は溶接による一体構造となること
から、スラスト力の検討を実施し、適用可能な区間につい
て半巻きに見直すことにより、コンクリート量の削減による
コスト縮減が図られる。
（３）施工計画
　青山ダムの貯水池流入水の流下は、既設放流トンネル
を経由しなければならない。導水管工事は放流トンネル内
の施工となるため、坑内作業と仮排水を同時に行う必要
がある。このため、図-12に示すように、土砂吐水路（二次
製品U字フリューム）を事前に設置して仮排水路として利
用することで、効率的な仮設配置となるように計画した。導
水管の据付は、門構クレーンをトンネル内に搬入し、導水
管を吊上げて架台に設置する計画とした。

　７．おわりに

　青山ダム取水放流施設のコスト縮減を念頭に置いた改
修計画について報告した。青山ダムでは下流の当別ダムの
完成により温水取水が不必要となり、現況取水塔を撤去
し、調節部を放流トンネル出口に移設するなど、大規模な
取水放流施設の改築が計画されている。改築により、調節
部がジェットフローゲートになるため、放流量の調節が容
易になるなど維持管理面の向上が期待される。
　本報告は平成29年度の設計時点であり、現在も実施
工に向けて、施工計画の見直しを含めた検討を実施して
いる。

（株式会社 三祐コンサルタンツ）
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　１．はじめに

　篠津青山地区は、北海道の石狩郡当別町に位置し、一
級河川石狩川水系当別川に沿って帯状に発展した
3,169haの水田地帯である。本地区の主水源である青山
ダムは、国営篠津地域泥炭地開発事業により、昭和31年
度から昭和38年度にかけて当別町字青山に築造された
かんがい専用のダムである。
　本ダムは、その後、国営篠津第二土地改良事業（昭和
58年度～昭和60年度）及び国営当別土地改良事業（平
成6年度～平成26年度）により改修が行われた。ダムの諸
元を表-1、ダム全景を写真-1に示す。

　本ダムの約20km下流に平成24年度から当別ダム（補
助多目的ダム）の供用が開始された。本ダムと当別ダムの
農業用水源は一体として運用されることになり、水供給の
運用は当別ダムが行うことになった。
　本ダムは貯水池機能と必要な水量を当別ダムへ注水す
る機能に特化され、施設の改修に当たっては改修コストの
縮減、ダムの操作に当たっては省力的な運用が可能となる
施設の改修設計が求められた。
　また、本ダムは平成29年度から国営篠津青山土地改良
事業（国営施設応急対策）で実施しており、取水放流施設
改修設計が事業計画で認められている小水力発電施設
の設計に大きな手戻りとならないことを条件として検討を
行っている。

　２．取水放流施設の現状

（１）取水放流施設の現状
　本ダムは供用開始以来50年以上が経過している。
　また、取水施設のうちゲート設備は昭和６１年の供用開
始以来30年以上が経過し、老朽化により施設には以下の
機能障害が生じている状況である。

・ 調整ゲート可動状況の不具合
・ 高圧ゲート戸当り部からの漏水
・ 土砂吐ゲート戸当り部からの漏水
・ 取水塔本体コンクリートの劣化

　このため、本ダムの既存施設について機能診断調査を
実施し、改修の必要性を判断した。
（２）調査結果
　取水塔の土木施設の劣化状況は、頂版部で剥離剥落・
鉄筋の露出(部分的)、外壁部でひび割れ・粗骨材の剥離
（部分的）・欠損、取水口部で粗骨材の露出（全体的）・鉄
筋の露出(部分的)・欠損が見られる。劣化状況を写真-
２、３、４に示す。

　ゲート設備の劣化状況は、設備全てにおいて発錆がみ
られ、高圧ゲート及び土砂吐ゲートにおいては、戸当たり
部から漏水が確認されている。また、調整ゲート戸当たり
部には扉体との接触痕も確認されている。
　機能診断結果より、取水施設の健全度は、土木施設及び
機械設備のいずれも老朽化による機能低下が生じていると
判断されることから、取水施設の改修を行う計画とした。

　３．取水放流施設の改修方針

（１）現況取水放流施設の構成
　現況取水施設は、取水部は堤体左岸地山に設置された
取水塔内の調整ゲート及び取水ゲート、調整部の高圧ゲ

ートにより、表面取水・流量調整を行い、放流トンネルに接
続する暗渠水路を通って、放流トンネル内に放流している。
　土砂吐ゲートは、放流トンネル呑口部に設置されてい
る。現況取水放流施設の平面図を図-1、施設の構成を表
-2、施設の現況取水塔の構成を図-2に示す。
（２）取水放流施設の改修方針
１）改修方針
　本ダムでは国営当別土地改良事業（平成6年度～平成
26年度）において、代掻き期間の短縮や深水かんがい用
水の確保がなされたことから、表-3のように施設計画の
必要条件が変更されている。

　特に本ダムの下流に当別ダムが建設され、同ダムで温
水取水（表面取水）が可能となったことから、本ダムにおけ
る温水取水の必要性が無くなったため、取水施設の改修
に当たっては、取水形式は経済性に優れる底水取水形式
とし、トンネル内に設置する導水管により調節部まで導水

し、放流ゲートにより流量調整を行い下流河川へ放流する
計画とした。
２）取水放流施設の構成
　改修取水放流施設計画は、現況取水塔の全面更新案
と底水取水案について、表-5のとおり比較検討を行い、経
済性、維持管理の面で有利な底水取水案を採用した。よ
って、現況取水塔は撤去する。改修取水放流施設平面図
及び構成図を図-3、4に、改修取水放流施設の構成を表
-4に示す。

　施設の概略は、放流トンネル呑口部に底水取水管を設
置し、それに接続する導水管を放流トンネル内に敷設し、
トンネル吐口部に設けた放流施設の放流ゲート及び小容
量放流ゲートにより流量調整を行い下流河川に放流す
る。土砂吐ゲートは、底水取水管の横に設置し、放流水は
トンネル内に工事用仮排水路として設置したフリューム水
路を通して放流する。

　４．取水放流施設の改修計画

（１）改修計画の検討条件
　取水放流施設の改修計画における本ダム設計諸元は
下記のとおりで、貯水模式を図-5に示す。
　・有効貯水量　　14,523,300ｍ3

　・常時満水位　　F.W.L.142.00ｍ
　・利用最低水位　L.W.L.122.70ｍ（堆砂面標高）
　・取水量　　　　Q=3.117ｍ3/s
　・非常放流計画　FWL～LWLまでの有効貯水量を
　　　　　　　　 7日程度で放流する。
　・貯水池流入量　Q=2.241ｍ3/s
（かんがい期の10カ年平水流量）

（２）取水部の位置及び形式
１）取水部の位置
　取水部の改修に当たっては、現況の放流トンネルを導
水に利用するため、施設位置は放流トンネル上流側とす
る。また、導水距離を可能な限り短くするため、現況の土砂
吐ゲート設置位置に配置する。合わせて、非取水期のダム
及び貯水池内維持管理のため、現況と同様に土砂吐ゲー
トを取水口横に併設する。
　土砂吐ゲートの規格は、現況の土砂吐ゲートと同規模
（H1.5ｍ×W1.0ｍ）とし、取水部を新たに設けることから、
設置位置の施設規模より門数を1門とした。なお、非かん
がい期の流入量は土砂吐ゲートにより排水する計画とし
たが、出水時は主ゲートからの流下を併用することにより
土砂吐1門でも支障ない。
　土砂吐ゲートから排出する土砂水流は、放流トンネル内
に設置するＵ字フルーム（H3.2ｍ×W1.3ｍ）を介して流
下させる。

２）取水部の形式
　取水部の形式は底水取水口とし、常時満水位
(FWL.142.00ｍ)から最低水位(LWL.122.70ｍ)まで安
定して必要取水量を確保出来る必要がある。
　本ダムの底水取水口標高は、堆砂による呑口閉塞の影
響を少なくするため、最低水位LWL.122.70ｍに極力近
い標高とすることが望ましいが、最低水位までの貯水位を
7日程度で排除する必要もあるため、貯水位が最低水位
付近になっても水理的に安定して貯水を取水出来ること
が必要である。
　取水深（LWL.122.70ｍ－呑口標高）が小さいと、空気
の吸い込みが生じ、十分な放流能力が発揮出来ない恐れ
があることから、LWL122.70ｍにおいても空気が混入し
ない底水取水口標高を設定する。
　空気渦の混入しない最低取水深Hと口径Dとの関係
は、H＞1.5Dとされている1）ことから、2.5ｍを確保する。
　H＞1.5×口径1.6ｍ＝2.4ｍ≒2.5ｍ（0.5m単位丸め）
　　　　ここで、取水管口径＝φ1,600mm

（後述する、5.(2)取水口の取合いより）
　LWL.122.70ｍ－2.5ｍ＝底水取水口 EL.120.20ｍ
　底水取水口前面には、土砂や流木等の浮遊物影響を
避けるため、スクリーンを設置する。
　本施設のスクリーンは底水取水のため、常時水没して
おり、再塗装が困難であるため、ステンレス鋼を採用する。
図-6に取水地部配置計画、図-7に取水部形式を示す。

（３）導水部の位置及び形式
１）導水部の位置
　計画放流施設の導水部は、現況放流トンネル内部に設
置し、下流の調節部へ導水する計画とする。
２）導水部の形式
　導水路の形式は、圧力管路として計画する。導水管の口
径は、非常放流機能を考慮し水理検討からφ2,100mm
とする。また、非かんがい期の維持管理（貯水位低下、土
砂の排除等）を目的に、自然圧で流下させる排水路（呑口
に土砂吐ゲート1門設置）を計画して導水管と併設する。
　導水管は、据付架台により取水トンネル底版に固定さ
せるため、特別な基礎は不要であるが、圧力管路であるこ
とから予期せぬ振動等が起こる懸念がある。よって、コンク
リート基礎（巻立て）により固定支承とすることで、発生す
る振動の抑制を図る。
　導水管の管種は、鉄管路を標準とする1）ため、経年的な
発錆や錆こぶの発生に対して維持管理が容易（メンテナン
スフリー）なステンレス鋼管を採用する。　

３）土砂吐水路の形式
　導水路の土砂吐部は、トンネル内の施工スペースが狭
いため、図-8に示すように、二次製品U字フリューム（工場
製作、現地据付け）で施工を行い、導水管のコンクリート

巻立の型枠としても利用する。巻立てコンクリートは、導水
管の継手が溶接であること、スラスト力を巻立てコンクリー
ト全体で受け持つことから、一部区間で半巻きとした。ま
た、施工期間中の仮排水路として利用し、最終的には土砂
吐下流の放流水路として利用する。
（４）調節部の位置及び形式
１）調節部の位置
　現況取水放流施設では、取水施設（取水塔）内に調節
部（高圧ゲート）が配置され、貯水池内に位置している。
　改修計画では、取水部を底水取水方式に変更する事か
ら、調節部は堤体下流に計画するが、図-9に示すように、
放流トンネルの高さは5.3ｍであり、φ1,900mmの放流ゲ
ート（H≒10ｍ）の設置が出来ないことから、調節部の位置
はトンネル出口とした。

２）放流主ゲートの形式
　ダムの放流設備の内、取水及び貯水池低下放流に使用
されるゲート・バルブには次の機能が必要となる。
　a）適切な取水管理を行うため、流量調節機能が優れて
いる。

　b）高水頭、高流速での放流に対し、キャビテーション振
動等の水理的な欠陥が生じない。

　c）放流水に含まれる流塵、土砂に対し機能上支障が
ない。

　d）減勢工を含めた設置スペースが小さい。
　e）ゲート（またはバルブ）自体に減勢機能を有するか、ま
たは適当な減勢工を組み合わせることにより、放流水
のエネルギーを減殺することができ、下流側に対して
洗掘・騒音等の悪影響を生じない。

　これらの条件に対応でき、経済性にも優れることから、
「ジェットフローゲート」を採用する。
　放流ゲートは、導水管と同様に、維持管理が容易（メン
テナンスフリー）なステンレス鋼管を採用する。
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３）放流副ゲートの形式
　副ゲート・バルブは、主ゲート・バルブの上流側に設置
し、常時は全開で主ゲート・バルブが故障した場合の緊急
遮断用及び点検整備時の締切用に使用する。使用実績が
多く、経済性及び信頼性が高いことから、「高圧スライドゲ
ート」を採用する。
（５）減勢工の形式
１）減勢工の形式
　調節部の下流には、ゲート・バルブからの放流水のエネ
ルギーによって、下流側構造物に悪影響を与えない、振
動・騒音を発生させないように放流水脈を減勢する減勢
工を設けなければならない。
　減勢方式は、空中放流と水中放流の２方式があり、水中
放流形式は、水中に放流するため減勢区間が短くなるが、
減勢工の深さが深くなるため掘削量が増加する。一方、空
中放流形式は、空中放流により減勢区間が長くなるが、放
流口の標高を高く出来るため、掘削量を削減出来る。減勢
工の分類を図-10に示す。減勢工の方式は、２方式の比
較検討を行った結果、本ダムでは施工性及び維持管理面
で有利となる「空中放流方式」を選定した。詳細について
は、６．コスト縮減の検討を参照。

２）整流管
　ジェットフローゲートでは、ゲート下流に直接水中減勢工
あるいは大気中に放流される場合を除き、放流ジェットを整
流にするための整流管を設ける1）とされている。本ダムでは、
下流河川（当別川）に直接放流しないため、整流管を計画
する。管種は、導水部と同様にステンレス鋼管を採用した。
　整流管の口径は、ゲート口径の1.2倍以上とされること
から、整流管口径は、φ2,300mmとした。
　・整流管口径(m)＝1.2×ゲート口径Ｄ(m)
　　　　　　　　＝1.2×1.9ｍ＝2.28ｍ（≒2.3ｍ）

　５．施設規模の検討

（１）水理計算条件
　本ダムの取水放流施設は、非常放流施設を兼ねるた
め、施設規模は水理計算により決定する。
　河川管理施設等構造令施行規則第10条の説明による
と、「放流設備の能力は、貯水池の規模、流域特性等を考慮
する必要があるが、常時満水位から貯水池運用計画上の
最低水位までを、表面遮水壁型のフィルダムでは約4日間
で、その他の種類のフィルダムでは7日～10日間程度で、水
位低下出来ることをその目安としている。」2）との記載がある。
　本ダムは傾斜遮水ゾーン型フィルダム（上記のその他の種類
のダム）であり、貯水位低下日数は7～10日程度が適用される。
　本ダムの貯水位低下条件は、道内他ダムの実績を考慮
して安全側を採用することとし、以下のように設定した。
 ・ 貯水池流入量を無視した場合に7日以内に水位低下さ
せる。

 ・ 貯水池流入量を考慮した場合でも7日程度（四捨五入し
て7日）で水位を低下させる。

　水理計算に使用する放流ゲートからの放流量は、次式
によって計算を行った。

　　ここに、 Q：　放流量（m3/s）
  C：　主ゲートの流量係数
  A：　主ゲートの通水断面積（ｍ2）
  g：　重力加速度（ｍ/s2）
  H：　作用静水頭（ｍ）
  fi：　各部の損失係数
  Ai：　各部の断面積（ｍ2）
（２）取水口の取合い
　取水部では、取水管径が大きいほど損失水頭が小さく
なるため水理的に有利となる。現況放流トンネル呑口は覆
工コンクリートにより狭小断面(2r＝4.0m)となっているこ
と、土砂吐入口幅（ゲート幅と同じ1.0m)を確保する必要
があること、取水管設置時の据付材を設置する余裕を確
保する必要があることを考慮して、図-11に示すように取
水管入口部の口径はφ1,600mmとし、下流側で水理計
算条件を満足する導水管口径φ2,100mmに拡幅した。

（３）水理計算結果
　取水放流施設の各種損失を整理すると表-6のとおり
で、これを用いて貯水位低下計算を行った結果を表-7お
よび表-8に示す。貯水池流入量を無視した場合の貯水位
低下日数：6.6日（水位低下期間：7日以内）と、考慮した場
合の貯水位低下日数：7.3日（水位低下期間：7日程度）の
いずれも条件を満足する事を確認した。

図-5　青山ダムの貯水模式図

図-7　取水部の形式（底水取水）

図-6　取水部配置計画図

　６．コスト縮減の検討

　本ダムの取水放流施設の改修は、河道内の限られた区
域において複数年にまたがる施工が必須であるため、使用
機械や詳細な施工方法を検討した上で各工種の設計を
行うと共に、各施工年度・施工段階における水理条件を整

理し、現地条件に適した仮設備の検討を行った。また、放
流施設の減勢工の見直しや、導水管巻立て形状の見直し
を行い、コスト縮減や施工性の向上の提案を行った。
　コスト縮減の具体的内容を表-9に、それぞれの検討結
果を表-10、11に示す。

（１）減勢工方式の見直しによるコスト縮減
　事業計画書では、放流施設の減勢工は水中放流方式
となっているが、減勢工を空中放流方式に変更することに

よりコスト縮減が図られる。また、岩掘削量が約30％減少
するため施工性が向上する。

（２）導水管巻立の見直しによるコスト縮減
　前述のように、導水管は溶接による一体構造となること
から、スラスト力の検討を実施し、適用可能な区間につい
て半巻きに見直すことにより、コンクリート量の削減による
コスト縮減が図られる。
（３）施工計画
　青山ダムの貯水池流入水の流下は、既設放流トンネル
を経由しなければならない。導水管工事は放流トンネル内
の施工となるため、坑内作業と仮排水を同時に行う必要
がある。このため、図-12に示すように、土砂吐水路（二次
製品U字フリューム）を事前に設置して仮排水路として利
用することで、効率的な仮設配置となるように計画した。導
水管の据付は、門構クレーンをトンネル内に搬入し、導水
管を吊上げて架台に設置する計画とした。

　７．おわりに

　青山ダム取水放流施設のコスト縮減を念頭に置いた改
修計画について報告した。青山ダムでは下流の当別ダムの
完成により温水取水が不必要となり、現況取水塔を撤去
し、調節部を放流トンネル出口に移設するなど、大規模な
取水放流施設の改築が計画されている。改築により、調節
部がジェットフローゲートになるため、放流量の調節が容
易になるなど維持管理面の向上が期待される。
　本報告は平成29年度の設計時点であり、現在も実施
工に向けて、施工計画の見直しを含めた検討を実施して
いる。

（株式会社 三祐コンサルタンツ）
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　１．はじめに

　篠津青山地区は、北海道の石狩郡当別町に位置し、一
級河川石狩川水系当別川に沿って帯状に発展した
3,169haの水田地帯である。本地区の主水源である青山
ダムは、国営篠津地域泥炭地開発事業により、昭和31年
度から昭和38年度にかけて当別町字青山に築造された
かんがい専用のダムである。
　本ダムは、その後、国営篠津第二土地改良事業（昭和
58年度～昭和60年度）及び国営当別土地改良事業（平
成6年度～平成26年度）により改修が行われた。ダムの諸
元を表-1、ダム全景を写真-1に示す。

　本ダムの約20km下流に平成24年度から当別ダム（補
助多目的ダム）の供用が開始された。本ダムと当別ダムの
農業用水源は一体として運用されることになり、水供給の
運用は当別ダムが行うことになった。
　本ダムは貯水池機能と必要な水量を当別ダムへ注水す
る機能に特化され、施設の改修に当たっては改修コストの
縮減、ダムの操作に当たっては省力的な運用が可能となる
施設の改修設計が求められた。
　また、本ダムは平成29年度から国営篠津青山土地改良
事業（国営施設応急対策）で実施しており、取水放流施設
改修設計が事業計画で認められている小水力発電施設
の設計に大きな手戻りとならないことを条件として検討を
行っている。

　２．取水放流施設の現状

（１）取水放流施設の現状
　本ダムは供用開始以来50年以上が経過している。
　また、取水施設のうちゲート設備は昭和６１年の供用開
始以来30年以上が経過し、老朽化により施設には以下の
機能障害が生じている状況である。

・ 調整ゲート可動状況の不具合
・ 高圧ゲート戸当り部からの漏水
・ 土砂吐ゲート戸当り部からの漏水
・ 取水塔本体コンクリートの劣化

　このため、本ダムの既存施設について機能診断調査を
実施し、改修の必要性を判断した。
（２）調査結果
　取水塔の土木施設の劣化状況は、頂版部で剥離剥落・
鉄筋の露出(部分的)、外壁部でひび割れ・粗骨材の剥離
（部分的）・欠損、取水口部で粗骨材の露出（全体的）・鉄
筋の露出(部分的)・欠損が見られる。劣化状況を写真-
２、３、４に示す。

　ゲート設備の劣化状況は、設備全てにおいて発錆がみ
られ、高圧ゲート及び土砂吐ゲートにおいては、戸当たり
部から漏水が確認されている。また、調整ゲート戸当たり
部には扉体との接触痕も確認されている。
　機能診断結果より、取水施設の健全度は、土木施設及び
機械設備のいずれも老朽化による機能低下が生じていると
判断されることから、取水施設の改修を行う計画とした。

　３．取水放流施設の改修方針

（１）現況取水放流施設の構成
　現況取水施設は、取水部は堤体左岸地山に設置された
取水塔内の調整ゲート及び取水ゲート、調整部の高圧ゲ

ートにより、表面取水・流量調整を行い、放流トンネルに接
続する暗渠水路を通って、放流トンネル内に放流している。
　土砂吐ゲートは、放流トンネル呑口部に設置されてい
る。現況取水放流施設の平面図を図-1、施設の構成を表
-2、施設の現況取水塔の構成を図-2に示す。
（２）取水放流施設の改修方針
１）改修方針
　本ダムでは国営当別土地改良事業（平成6年度～平成
26年度）において、代掻き期間の短縮や深水かんがい用
水の確保がなされたことから、表-3のように施設計画の
必要条件が変更されている。

　特に本ダムの下流に当別ダムが建設され、同ダムで温
水取水（表面取水）が可能となったことから、本ダムにおけ
る温水取水の必要性が無くなったため、取水施設の改修
に当たっては、取水形式は経済性に優れる底水取水形式
とし、トンネル内に設置する導水管により調節部まで導水

し、放流ゲートにより流量調整を行い下流河川へ放流する
計画とした。
２）取水放流施設の構成
　改修取水放流施設計画は、現況取水塔の全面更新案
と底水取水案について、表-5のとおり比較検討を行い、経
済性、維持管理の面で有利な底水取水案を採用した。よ
って、現況取水塔は撤去する。改修取水放流施設平面図
及び構成図を図-3、4に、改修取水放流施設の構成を表
-4に示す。

　施設の概略は、放流トンネル呑口部に底水取水管を設
置し、それに接続する導水管を放流トンネル内に敷設し、
トンネル吐口部に設けた放流施設の放流ゲート及び小容
量放流ゲートにより流量調整を行い下流河川に放流す
る。土砂吐ゲートは、底水取水管の横に設置し、放流水は
トンネル内に工事用仮排水路として設置したフリューム水
路を通して放流する。

　４．取水放流施設の改修計画

（１）改修計画の検討条件
　取水放流施設の改修計画における本ダム設計諸元は
下記のとおりで、貯水模式を図-5に示す。
　・有効貯水量　　14,523,300ｍ3

　・常時満水位　　F.W.L.142.00ｍ
　・利用最低水位　L.W.L.122.70ｍ（堆砂面標高）
　・取水量　　　　Q=3.117ｍ3/s
　・非常放流計画　FWL～LWLまでの有効貯水量を
　　　　　　　　 7日程度で放流する。
　・貯水池流入量　Q=2.241ｍ3/s
（かんがい期の10カ年平水流量）

（２）取水部の位置及び形式
１）取水部の位置
　取水部の改修に当たっては、現況の放流トンネルを導
水に利用するため、施設位置は放流トンネル上流側とす
る。また、導水距離を可能な限り短くするため、現況の土砂
吐ゲート設置位置に配置する。合わせて、非取水期のダム
及び貯水池内維持管理のため、現況と同様に土砂吐ゲー
トを取水口横に併設する。
　土砂吐ゲートの規格は、現況の土砂吐ゲートと同規模
（H1.5ｍ×W1.0ｍ）とし、取水部を新たに設けることから、
設置位置の施設規模より門数を1門とした。なお、非かん
がい期の流入量は土砂吐ゲートにより排水する計画とし
たが、出水時は主ゲートからの流下を併用することにより
土砂吐1門でも支障ない。
　土砂吐ゲートから排出する土砂水流は、放流トンネル内
に設置するＵ字フルーム（H3.2ｍ×W1.3ｍ）を介して流
下させる。

２）取水部の形式
　取水部の形式は底水取水口とし、常時満水位
(FWL.142.00ｍ)から最低水位(LWL.122.70ｍ)まで安
定して必要取水量を確保出来る必要がある。
　本ダムの底水取水口標高は、堆砂による呑口閉塞の影
響を少なくするため、最低水位LWL.122.70ｍに極力近
い標高とすることが望ましいが、最低水位までの貯水位を
7日程度で排除する必要もあるため、貯水位が最低水位
付近になっても水理的に安定して貯水を取水出来ること
が必要である。
　取水深（LWL.122.70ｍ－呑口標高）が小さいと、空気
の吸い込みが生じ、十分な放流能力が発揮出来ない恐れ
があることから、LWL122.70ｍにおいても空気が混入し
ない底水取水口標高を設定する。
　空気渦の混入しない最低取水深Hと口径Dとの関係
は、H＞1.5Dとされている1）ことから、2.5ｍを確保する。
　H＞1.5×口径1.6ｍ＝2.4ｍ≒2.5ｍ（0.5m単位丸め）
　　　　ここで、取水管口径＝φ1,600mm

（後述する、5.(2)取水口の取合いより）
　LWL.122.70ｍ－2.5ｍ＝底水取水口 EL.120.20ｍ
　底水取水口前面には、土砂や流木等の浮遊物影響を
避けるため、スクリーンを設置する。
　本施設のスクリーンは底水取水のため、常時水没して
おり、再塗装が困難であるため、ステンレス鋼を採用する。
図-6に取水地部配置計画、図-7に取水部形式を示す。

（３）導水部の位置及び形式
１）導水部の位置
　計画放流施設の導水部は、現況放流トンネル内部に設
置し、下流の調節部へ導水する計画とする。
２）導水部の形式
　導水路の形式は、圧力管路として計画する。導水管の口
径は、非常放流機能を考慮し水理検討からφ2,100mm
とする。また、非かんがい期の維持管理（貯水位低下、土
砂の排除等）を目的に、自然圧で流下させる排水路（呑口
に土砂吐ゲート1門設置）を計画して導水管と併設する。
　導水管は、据付架台により取水トンネル底版に固定さ
せるため、特別な基礎は不要であるが、圧力管路であるこ
とから予期せぬ振動等が起こる懸念がある。よって、コンク
リート基礎（巻立て）により固定支承とすることで、発生す
る振動の抑制を図る。
　導水管の管種は、鉄管路を標準とする1）ため、経年的な
発錆や錆こぶの発生に対して維持管理が容易（メンテナン
スフリー）なステンレス鋼管を採用する。　

３）土砂吐水路の形式
　導水路の土砂吐部は、トンネル内の施工スペースが狭
いため、図-8に示すように、二次製品U字フリューム（工場
製作、現地据付け）で施工を行い、導水管のコンクリート

巻立の型枠としても利用する。巻立てコンクリートは、導水
管の継手が溶接であること、スラスト力を巻立てコンクリー
ト全体で受け持つことから、一部区間で半巻きとした。ま
た、施工期間中の仮排水路として利用し、最終的には土砂
吐下流の放流水路として利用する。
（４）調節部の位置及び形式
１）調節部の位置
　現況取水放流施設では、取水施設（取水塔）内に調節
部（高圧ゲート）が配置され、貯水池内に位置している。
　改修計画では、取水部を底水取水方式に変更する事か
ら、調節部は堤体下流に計画するが、図-9に示すように、
放流トンネルの高さは5.3ｍであり、φ1,900mmの放流ゲ
ート（H≒10ｍ）の設置が出来ないことから、調節部の位置
はトンネル出口とした。

２）放流主ゲートの形式
　ダムの放流設備の内、取水及び貯水池低下放流に使用
されるゲート・バルブには次の機能が必要となる。
　a）適切な取水管理を行うため、流量調節機能が優れて
いる。

　b）高水頭、高流速での放流に対し、キャビテーション振
動等の水理的な欠陥が生じない。

　c）放流水に含まれる流塵、土砂に対し機能上支障が
ない。

　d）減勢工を含めた設置スペースが小さい。
　e）ゲート（またはバルブ）自体に減勢機能を有するか、ま
たは適当な減勢工を組み合わせることにより、放流水
のエネルギーを減殺することができ、下流側に対して
洗掘・騒音等の悪影響を生じない。

　これらの条件に対応でき、経済性にも優れることから、
「ジェットフローゲート」を採用する。
　放流ゲートは、導水管と同様に、維持管理が容易（メン
テナンスフリー）なステンレス鋼管を採用する。
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３）放流副ゲートの形式
　副ゲート・バルブは、主ゲート・バルブの上流側に設置
し、常時は全開で主ゲート・バルブが故障した場合の緊急
遮断用及び点検整備時の締切用に使用する。使用実績が
多く、経済性及び信頼性が高いことから、「高圧スライドゲ
ート」を採用する。
（５）減勢工の形式
１）減勢工の形式
　調節部の下流には、ゲート・バルブからの放流水のエネ
ルギーによって、下流側構造物に悪影響を与えない、振
動・騒音を発生させないように放流水脈を減勢する減勢
工を設けなければならない。
　減勢方式は、空中放流と水中放流の２方式があり、水中
放流形式は、水中に放流するため減勢区間が短くなるが、
減勢工の深さが深くなるため掘削量が増加する。一方、空
中放流形式は、空中放流により減勢区間が長くなるが、放
流口の標高を高く出来るため、掘削量を削減出来る。減勢
工の分類を図-10に示す。減勢工の方式は、２方式の比
較検討を行った結果、本ダムでは施工性及び維持管理面
で有利となる「空中放流方式」を選定した。詳細について
は、６．コスト縮減の検討を参照。

２）整流管
　ジェットフローゲートでは、ゲート下流に直接水中減勢工
あるいは大気中に放流される場合を除き、放流ジェットを整
流にするための整流管を設ける1）とされている。本ダムでは、
下流河川（当別川）に直接放流しないため、整流管を計画
する。管種は、導水部と同様にステンレス鋼管を採用した。
　整流管の口径は、ゲート口径の1.2倍以上とされること
から、整流管口径は、φ2,300mmとした。
　・整流管口径(m)＝1.2×ゲート口径Ｄ(m)
　　　　　　　　＝1.2×1.9ｍ＝2.28ｍ（≒2.3ｍ）

　５．施設規模の検討

（１）水理計算条件
　本ダムの取水放流施設は、非常放流施設を兼ねるた
め、施設規模は水理計算により決定する。
　河川管理施設等構造令施行規則第10条の説明による
と、「放流設備の能力は、貯水池の規模、流域特性等を考慮
する必要があるが、常時満水位から貯水池運用計画上の
最低水位までを、表面遮水壁型のフィルダムでは約4日間
で、その他の種類のフィルダムでは7日～10日間程度で、水
位低下出来ることをその目安としている。」2）との記載がある。
　本ダムは傾斜遮水ゾーン型フィルダム（上記のその他の種類
のダム）であり、貯水位低下日数は7～10日程度が適用される。
　本ダムの貯水位低下条件は、道内他ダムの実績を考慮
して安全側を採用することとし、以下のように設定した。
 ・ 貯水池流入量を無視した場合に7日以内に水位低下さ
せる。

 ・ 貯水池流入量を考慮した場合でも7日程度（四捨五入し
て7日）で水位を低下させる。

　水理計算に使用する放流ゲートからの放流量は、次式
によって計算を行った。

　　ここに、 Q：　放流量（m3/s）
  C：　主ゲートの流量係数
  A：　主ゲートの通水断面積（ｍ2）
  g：　重力加速度（ｍ/s2）
  H：　作用静水頭（ｍ）
  fi：　各部の損失係数
  Ai：　各部の断面積（ｍ2）
（２）取水口の取合い
　取水部では、取水管径が大きいほど損失水頭が小さく
なるため水理的に有利となる。現況放流トンネル呑口は覆
工コンクリートにより狭小断面(2r＝4.0m)となっているこ
と、土砂吐入口幅（ゲート幅と同じ1.0m)を確保する必要
があること、取水管設置時の据付材を設置する余裕を確
保する必要があることを考慮して、図-11に示すように取
水管入口部の口径はφ1,600mmとし、下流側で水理計
算条件を満足する導水管口径φ2,100mmに拡幅した。

（３）水理計算結果
　取水放流施設の各種損失を整理すると表-6のとおり
で、これを用いて貯水位低下計算を行った結果を表-7お
よび表-8に示す。貯水池流入量を無視した場合の貯水位
低下日数：6.6日（水位低下期間：7日以内）と、考慮した場
合の貯水位低下日数：7.3日（水位低下期間：7日程度）の
いずれも条件を満足する事を確認した。

写真-5　トンネル出口現況写真

図-8　土砂吐水路断面図（流水方向）

図-9　現況放流トンネル断面図

　６．コスト縮減の検討

　本ダムの取水放流施設の改修は、河道内の限られた区
域において複数年にまたがる施工が必須であるため、使用
機械や詳細な施工方法を検討した上で各工種の設計を
行うと共に、各施工年度・施工段階における水理条件を整

理し、現地条件に適した仮設備の検討を行った。また、放
流施設の減勢工の見直しや、導水管巻立て形状の見直し
を行い、コスト縮減や施工性の向上の提案を行った。
　コスト縮減の具体的内容を表-9に、それぞれの検討結
果を表-10、11に示す。

（１）減勢工方式の見直しによるコスト縮減
　事業計画書では、放流施設の減勢工は水中放流方式
となっているが、減勢工を空中放流方式に変更することに

よりコスト縮減が図られる。また、岩掘削量が約30％減少
するため施工性が向上する。

（２）導水管巻立の見直しによるコスト縮減
　前述のように、導水管は溶接による一体構造となること
から、スラスト力の検討を実施し、適用可能な区間につい
て半巻きに見直すことにより、コンクリート量の削減による
コスト縮減が図られる。
（３）施工計画
　青山ダムの貯水池流入水の流下は、既設放流トンネル
を経由しなければならない。導水管工事は放流トンネル内
の施工となるため、坑内作業と仮排水を同時に行う必要
がある。このため、図-12に示すように、土砂吐水路（二次
製品U字フリューム）を事前に設置して仮排水路として利
用することで、効率的な仮設配置となるように計画した。導
水管の据付は、門構クレーンをトンネル内に搬入し、導水
管を吊上げて架台に設置する計画とした。

　７．おわりに

　青山ダム取水放流施設のコスト縮減を念頭に置いた改
修計画について報告した。青山ダムでは下流の当別ダムの
完成により温水取水が不必要となり、現況取水塔を撤去
し、調節部を放流トンネル出口に移設するなど、大規模な
取水放流施設の改築が計画されている。改築により、調節
部がジェットフローゲートになるため、放流量の調節が容
易になるなど維持管理面の向上が期待される。
　本報告は平成29年度の設計時点であり、現在も実施
工に向けて、施工計画の見直しを含めた検討を実施して
いる。

（株式会社 三祐コンサルタンツ）
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　１．はじめに

　篠津青山地区は、北海道の石狩郡当別町に位置し、一
級河川石狩川水系当別川に沿って帯状に発展した
3,169haの水田地帯である。本地区の主水源である青山
ダムは、国営篠津地域泥炭地開発事業により、昭和31年
度から昭和38年度にかけて当別町字青山に築造された
かんがい専用のダムである。
　本ダムは、その後、国営篠津第二土地改良事業（昭和
58年度～昭和60年度）及び国営当別土地改良事業（平
成6年度～平成26年度）により改修が行われた。ダムの諸
元を表-1、ダム全景を写真-1に示す。

　本ダムの約20km下流に平成24年度から当別ダム（補
助多目的ダム）の供用が開始された。本ダムと当別ダムの
農業用水源は一体として運用されることになり、水供給の
運用は当別ダムが行うことになった。
　本ダムは貯水池機能と必要な水量を当別ダムへ注水す
る機能に特化され、施設の改修に当たっては改修コストの
縮減、ダムの操作に当たっては省力的な運用が可能となる
施設の改修設計が求められた。
　また、本ダムは平成29年度から国営篠津青山土地改良
事業（国営施設応急対策）で実施しており、取水放流施設
改修設計が事業計画で認められている小水力発電施設
の設計に大きな手戻りとならないことを条件として検討を
行っている。

　２．取水放流施設の現状

（１）取水放流施設の現状
　本ダムは供用開始以来50年以上が経過している。
　また、取水施設のうちゲート設備は昭和６１年の供用開
始以来30年以上が経過し、老朽化により施設には以下の
機能障害が生じている状況である。

・ 調整ゲート可動状況の不具合
・ 高圧ゲート戸当り部からの漏水
・ 土砂吐ゲート戸当り部からの漏水
・ 取水塔本体コンクリートの劣化

　このため、本ダムの既存施設について機能診断調査を
実施し、改修の必要性を判断した。
（２）調査結果
　取水塔の土木施設の劣化状況は、頂版部で剥離剥落・
鉄筋の露出(部分的)、外壁部でひび割れ・粗骨材の剥離
（部分的）・欠損、取水口部で粗骨材の露出（全体的）・鉄
筋の露出(部分的)・欠損が見られる。劣化状況を写真-
２、３、４に示す。

　ゲート設備の劣化状況は、設備全てにおいて発錆がみ
られ、高圧ゲート及び土砂吐ゲートにおいては、戸当たり
部から漏水が確認されている。また、調整ゲート戸当たり
部には扉体との接触痕も確認されている。
　機能診断結果より、取水施設の健全度は、土木施設及び
機械設備のいずれも老朽化による機能低下が生じていると
判断されることから、取水施設の改修を行う計画とした。

　３．取水放流施設の改修方針

（１）現況取水放流施設の構成
　現況取水施設は、取水部は堤体左岸地山に設置された
取水塔内の調整ゲート及び取水ゲート、調整部の高圧ゲ

ートにより、表面取水・流量調整を行い、放流トンネルに接
続する暗渠水路を通って、放流トンネル内に放流している。
　土砂吐ゲートは、放流トンネル呑口部に設置されてい
る。現況取水放流施設の平面図を図-1、施設の構成を表
-2、施設の現況取水塔の構成を図-2に示す。
（２）取水放流施設の改修方針
１）改修方針
　本ダムでは国営当別土地改良事業（平成6年度～平成
26年度）において、代掻き期間の短縮や深水かんがい用
水の確保がなされたことから、表-3のように施設計画の
必要条件が変更されている。

　特に本ダムの下流に当別ダムが建設され、同ダムで温
水取水（表面取水）が可能となったことから、本ダムにおけ
る温水取水の必要性が無くなったため、取水施設の改修
に当たっては、取水形式は経済性に優れる底水取水形式
とし、トンネル内に設置する導水管により調節部まで導水

し、放流ゲートにより流量調整を行い下流河川へ放流する
計画とした。
２）取水放流施設の構成
　改修取水放流施設計画は、現況取水塔の全面更新案
と底水取水案について、表-5のとおり比較検討を行い、経
済性、維持管理の面で有利な底水取水案を採用した。よ
って、現況取水塔は撤去する。改修取水放流施設平面図
及び構成図を図-3、4に、改修取水放流施設の構成を表
-4に示す。

　施設の概略は、放流トンネル呑口部に底水取水管を設
置し、それに接続する導水管を放流トンネル内に敷設し、
トンネル吐口部に設けた放流施設の放流ゲート及び小容
量放流ゲートにより流量調整を行い下流河川に放流す
る。土砂吐ゲートは、底水取水管の横に設置し、放流水は
トンネル内に工事用仮排水路として設置したフリューム水
路を通して放流する。

　４．取水放流施設の改修計画

（１）改修計画の検討条件
　取水放流施設の改修計画における本ダム設計諸元は
下記のとおりで、貯水模式を図-5に示す。
　・有効貯水量　　14,523,300ｍ3

　・常時満水位　　F.W.L.142.00ｍ
　・利用最低水位　L.W.L.122.70ｍ（堆砂面標高）
　・取水量　　　　Q=3.117ｍ3/s
　・非常放流計画　FWL～LWLまでの有効貯水量を
　　　　　　　　 7日程度で放流する。
　・貯水池流入量　Q=2.241ｍ3/s
（かんがい期の10カ年平水流量）

（２）取水部の位置及び形式
１）取水部の位置
　取水部の改修に当たっては、現況の放流トンネルを導
水に利用するため、施設位置は放流トンネル上流側とす
る。また、導水距離を可能な限り短くするため、現況の土砂
吐ゲート設置位置に配置する。合わせて、非取水期のダム
及び貯水池内維持管理のため、現況と同様に土砂吐ゲー
トを取水口横に併設する。
　土砂吐ゲートの規格は、現況の土砂吐ゲートと同規模
（H1.5ｍ×W1.0ｍ）とし、取水部を新たに設けることから、
設置位置の施設規模より門数を1門とした。なお、非かん
がい期の流入量は土砂吐ゲートにより排水する計画とし
たが、出水時は主ゲートからの流下を併用することにより
土砂吐1門でも支障ない。
　土砂吐ゲートから排出する土砂水流は、放流トンネル内
に設置するＵ字フルーム（H3.2ｍ×W1.3ｍ）を介して流
下させる。

２）取水部の形式
　取水部の形式は底水取水口とし、常時満水位
(FWL.142.00ｍ)から最低水位(LWL.122.70ｍ)まで安
定して必要取水量を確保出来る必要がある。
　本ダムの底水取水口標高は、堆砂による呑口閉塞の影
響を少なくするため、最低水位LWL.122.70ｍに極力近
い標高とすることが望ましいが、最低水位までの貯水位を
7日程度で排除する必要もあるため、貯水位が最低水位
付近になっても水理的に安定して貯水を取水出来ること
が必要である。
　取水深（LWL.122.70ｍ－呑口標高）が小さいと、空気
の吸い込みが生じ、十分な放流能力が発揮出来ない恐れ
があることから、LWL122.70ｍにおいても空気が混入し
ない底水取水口標高を設定する。
　空気渦の混入しない最低取水深Hと口径Dとの関係
は、H＞1.5Dとされている1）ことから、2.5ｍを確保する。
　H＞1.5×口径1.6ｍ＝2.4ｍ≒2.5ｍ（0.5m単位丸め）
　　　　ここで、取水管口径＝φ1,600mm

（後述する、5.(2)取水口の取合いより）
　LWL.122.70ｍ－2.5ｍ＝底水取水口 EL.120.20ｍ
　底水取水口前面には、土砂や流木等の浮遊物影響を
避けるため、スクリーンを設置する。
　本施設のスクリーンは底水取水のため、常時水没して
おり、再塗装が困難であるため、ステンレス鋼を採用する。
図-6に取水地部配置計画、図-7に取水部形式を示す。

（３）導水部の位置及び形式
１）導水部の位置
　計画放流施設の導水部は、現況放流トンネル内部に設
置し、下流の調節部へ導水する計画とする。
２）導水部の形式
　導水路の形式は、圧力管路として計画する。導水管の口
径は、非常放流機能を考慮し水理検討からφ2,100mm
とする。また、非かんがい期の維持管理（貯水位低下、土
砂の排除等）を目的に、自然圧で流下させる排水路（呑口
に土砂吐ゲート1門設置）を計画して導水管と併設する。
　導水管は、据付架台により取水トンネル底版に固定さ
せるため、特別な基礎は不要であるが、圧力管路であるこ
とから予期せぬ振動等が起こる懸念がある。よって、コンク
リート基礎（巻立て）により固定支承とすることで、発生す
る振動の抑制を図る。
　導水管の管種は、鉄管路を標準とする1）ため、経年的な
発錆や錆こぶの発生に対して維持管理が容易（メンテナン
スフリー）なステンレス鋼管を採用する。　

３）土砂吐水路の形式
　導水路の土砂吐部は、トンネル内の施工スペースが狭
いため、図-8に示すように、二次製品U字フリューム（工場
製作、現地据付け）で施工を行い、導水管のコンクリート

巻立の型枠としても利用する。巻立てコンクリートは、導水
管の継手が溶接であること、スラスト力を巻立てコンクリー
ト全体で受け持つことから、一部区間で半巻きとした。ま
た、施工期間中の仮排水路として利用し、最終的には土砂
吐下流の放流水路として利用する。
（４）調節部の位置及び形式
１）調節部の位置
　現況取水放流施設では、取水施設（取水塔）内に調節
部（高圧ゲート）が配置され、貯水池内に位置している。
　改修計画では、取水部を底水取水方式に変更する事か
ら、調節部は堤体下流に計画するが、図-9に示すように、
放流トンネルの高さは5.3ｍであり、φ1,900mmの放流ゲ
ート（H≒10ｍ）の設置が出来ないことから、調節部の位置
はトンネル出口とした。

２）放流主ゲートの形式
　ダムの放流設備の内、取水及び貯水池低下放流に使用
されるゲート・バルブには次の機能が必要となる。
　a）適切な取水管理を行うため、流量調節機能が優れて
いる。

　b）高水頭、高流速での放流に対し、キャビテーション振
動等の水理的な欠陥が生じない。

　c）放流水に含まれる流塵、土砂に対し機能上支障が
ない。

　d）減勢工を含めた設置スペースが小さい。
　e）ゲート（またはバルブ）自体に減勢機能を有するか、ま
たは適当な減勢工を組み合わせることにより、放流水
のエネルギーを減殺することができ、下流側に対して
洗掘・騒音等の悪影響を生じない。

　これらの条件に対応でき、経済性にも優れることから、
「ジェットフローゲート」を採用する。
　放流ゲートは、導水管と同様に、維持管理が容易（メン
テナンスフリー）なステンレス鋼管を採用する。

ָ

ࢾ

؃

ē

　
ē

ફ

&%*

ݛ

18

寄　　稿

３）放流副ゲートの形式
　副ゲート・バルブは、主ゲート・バルブの上流側に設置
し、常時は全開で主ゲート・バルブが故障した場合の緊急
遮断用及び点検整備時の締切用に使用する。使用実績が
多く、経済性及び信頼性が高いことから、「高圧スライドゲ
ート」を採用する。
（５）減勢工の形式
１）減勢工の形式
　調節部の下流には、ゲート・バルブからの放流水のエネ
ルギーによって、下流側構造物に悪影響を与えない、振
動・騒音を発生させないように放流水脈を減勢する減勢
工を設けなければならない。
　減勢方式は、空中放流と水中放流の２方式があり、水中
放流形式は、水中に放流するため減勢区間が短くなるが、
減勢工の深さが深くなるため掘削量が増加する。一方、空
中放流形式は、空中放流により減勢区間が長くなるが、放
流口の標高を高く出来るため、掘削量を削減出来る。減勢
工の分類を図-10に示す。減勢工の方式は、２方式の比
較検討を行った結果、本ダムでは施工性及び維持管理面
で有利となる「空中放流方式」を選定した。詳細について
は、６．コスト縮減の検討を参照。

２）整流管
　ジェットフローゲートでは、ゲート下流に直接水中減勢工
あるいは大気中に放流される場合を除き、放流ジェットを整
流にするための整流管を設ける1）とされている。本ダムでは、
下流河川（当別川）に直接放流しないため、整流管を計画
する。管種は、導水部と同様にステンレス鋼管を採用した。
　整流管の口径は、ゲート口径の1.2倍以上とされること
から、整流管口径は、φ2,300mmとした。
　・整流管口径(m)＝1.2×ゲート口径Ｄ(m)
　　　　　　　　＝1.2×1.9ｍ＝2.28ｍ（≒2.3ｍ）

　５．施設規模の検討

（１）水理計算条件
　本ダムの取水放流施設は、非常放流施設を兼ねるた
め、施設規模は水理計算により決定する。
　河川管理施設等構造令施行規則第10条の説明による
と、「放流設備の能力は、貯水池の規模、流域特性等を考慮
する必要があるが、常時満水位から貯水池運用計画上の
最低水位までを、表面遮水壁型のフィルダムでは約4日間
で、その他の種類のフィルダムでは7日～10日間程度で、水
位低下出来ることをその目安としている。」2）との記載がある。
　本ダムは傾斜遮水ゾーン型フィルダム（上記のその他の種類
のダム）であり、貯水位低下日数は7～10日程度が適用される。
　本ダムの貯水位低下条件は、道内他ダムの実績を考慮
して安全側を採用することとし、以下のように設定した。
 ・ 貯水池流入量を無視した場合に7日以内に水位低下さ
せる。

 ・ 貯水池流入量を考慮した場合でも7日程度（四捨五入し
て7日）で水位を低下させる。

　水理計算に使用する放流ゲートからの放流量は、次式
によって計算を行った。

　　ここに、 Q：　放流量（m3/s）
  C：　主ゲートの流量係数
  A：　主ゲートの通水断面積（ｍ2）
  g：　重力加速度（ｍ/s2）
  H：　作用静水頭（ｍ）
  fi：　各部の損失係数
  Ai：　各部の断面積（ｍ2）
（２）取水口の取合い
　取水部では、取水管径が大きいほど損失水頭が小さく
なるため水理的に有利となる。現況放流トンネル呑口は覆
工コンクリートにより狭小断面(2r＝4.0m)となっているこ
と、土砂吐入口幅（ゲート幅と同じ1.0m)を確保する必要
があること、取水管設置時の据付材を設置する余裕を確
保する必要があることを考慮して、図-11に示すように取
水管入口部の口径はφ1,600mmとし、下流側で水理計
算条件を満足する導水管口径φ2,100mmに拡幅した。

（３）水理計算結果
　取水放流施設の各種損失を整理すると表-6のとおり
で、これを用いて貯水位低下計算を行った結果を表-7お
よび表-8に示す。貯水池流入量を無視した場合の貯水位
低下日数：6.6日（水位低下期間：7日以内）と、考慮した場
合の貯水位低下日数：7.3日（水位低下期間：7日程度）の
いずれも条件を満足する事を確認した。

図－１０　減勢工の分類1）

　６．コスト縮減の検討

　本ダムの取水放流施設の改修は、河道内の限られた区
域において複数年にまたがる施工が必須であるため、使用
機械や詳細な施工方法を検討した上で各工種の設計を
行うと共に、各施工年度・施工段階における水理条件を整

理し、現地条件に適した仮設備の検討を行った。また、放
流施設の減勢工の見直しや、導水管巻立て形状の見直し
を行い、コスト縮減や施工性の向上の提案を行った。
　コスト縮減の具体的内容を表-9に、それぞれの検討結
果を表-10、11に示す。

（１）減勢工方式の見直しによるコスト縮減
　事業計画書では、放流施設の減勢工は水中放流方式
となっているが、減勢工を空中放流方式に変更することに

よりコスト縮減が図られる。また、岩掘削量が約30％減少
するため施工性が向上する。

（２）導水管巻立の見直しによるコスト縮減
　前述のように、導水管は溶接による一体構造となること
から、スラスト力の検討を実施し、適用可能な区間につい
て半巻きに見直すことにより、コンクリート量の削減による
コスト縮減が図られる。
（３）施工計画
　青山ダムの貯水池流入水の流下は、既設放流トンネル
を経由しなければならない。導水管工事は放流トンネル内
の施工となるため、坑内作業と仮排水を同時に行う必要
がある。このため、図-12に示すように、土砂吐水路（二次
製品U字フリューム）を事前に設置して仮排水路として利
用することで、効率的な仮設配置となるように計画した。導
水管の据付は、門構クレーンをトンネル内に搬入し、導水
管を吊上げて架台に設置する計画とした。

　７．おわりに

　青山ダム取水放流施設のコスト縮減を念頭に置いた改
修計画について報告した。青山ダムでは下流の当別ダムの
完成により温水取水が不必要となり、現況取水塔を撤去
し、調節部を放流トンネル出口に移設するなど、大規模な
取水放流施設の改築が計画されている。改築により、調節
部がジェットフローゲートになるため、放流量の調節が容
易になるなど維持管理面の向上が期待される。
　本報告は平成29年度の設計時点であり、現在も実施
工に向けて、施工計画の見直しを含めた検討を実施して
いる。

（株式会社 三祐コンサルタンツ）

参考文献

1）　鋼構造物計画設計技術指針　農林水産省農村振興局（平成
　　21年11月）
2）　改定 解説・河川管理施設等構造令　財団法人国土技術研究

センター編　社団法人河川協会　技報堂出版（平成12年1月
改定）



　１．はじめに

　篠津青山地区は、北海道の石狩郡当別町に位置し、一
級河川石狩川水系当別川に沿って帯状に発展した
3,169haの水田地帯である。本地区の主水源である青山
ダムは、国営篠津地域泥炭地開発事業により、昭和31年
度から昭和38年度にかけて当別町字青山に築造された
かんがい専用のダムである。
　本ダムは、その後、国営篠津第二土地改良事業（昭和
58年度～昭和60年度）及び国営当別土地改良事業（平
成6年度～平成26年度）により改修が行われた。ダムの諸
元を表-1、ダム全景を写真-1に示す。

　本ダムの約20km下流に平成24年度から当別ダム（補
助多目的ダム）の供用が開始された。本ダムと当別ダムの
農業用水源は一体として運用されることになり、水供給の
運用は当別ダムが行うことになった。
　本ダムは貯水池機能と必要な水量を当別ダムへ注水す
る機能に特化され、施設の改修に当たっては改修コストの
縮減、ダムの操作に当たっては省力的な運用が可能となる
施設の改修設計が求められた。
　また、本ダムは平成29年度から国営篠津青山土地改良
事業（国営施設応急対策）で実施しており、取水放流施設
改修設計が事業計画で認められている小水力発電施設
の設計に大きな手戻りとならないことを条件として検討を
行っている。

　２．取水放流施設の現状

（１）取水放流施設の現状
　本ダムは供用開始以来50年以上が経過している。
　また、取水施設のうちゲート設備は昭和６１年の供用開
始以来30年以上が経過し、老朽化により施設には以下の
機能障害が生じている状況である。

・ 調整ゲート可動状況の不具合
・ 高圧ゲート戸当り部からの漏水
・ 土砂吐ゲート戸当り部からの漏水
・ 取水塔本体コンクリートの劣化

　このため、本ダムの既存施設について機能診断調査を
実施し、改修の必要性を判断した。
（２）調査結果
　取水塔の土木施設の劣化状況は、頂版部で剥離剥落・
鉄筋の露出(部分的)、外壁部でひび割れ・粗骨材の剥離
（部分的）・欠損、取水口部で粗骨材の露出（全体的）・鉄
筋の露出(部分的)・欠損が見られる。劣化状況を写真-
２、３、４に示す。

　ゲート設備の劣化状況は、設備全てにおいて発錆がみ
られ、高圧ゲート及び土砂吐ゲートにおいては、戸当たり
部から漏水が確認されている。また、調整ゲート戸当たり
部には扉体との接触痕も確認されている。
　機能診断結果より、取水施設の健全度は、土木施設及び
機械設備のいずれも老朽化による機能低下が生じていると
判断されることから、取水施設の改修を行う計画とした。

　３．取水放流施設の改修方針

（１）現況取水放流施設の構成
　現況取水施設は、取水部は堤体左岸地山に設置された
取水塔内の調整ゲート及び取水ゲート、調整部の高圧ゲ

ートにより、表面取水・流量調整を行い、放流トンネルに接
続する暗渠水路を通って、放流トンネル内に放流している。
　土砂吐ゲートは、放流トンネル呑口部に設置されてい
る。現況取水放流施設の平面図を図-1、施設の構成を表
-2、施設の現況取水塔の構成を図-2に示す。
（２）取水放流施設の改修方針
１）改修方針
　本ダムでは国営当別土地改良事業（平成6年度～平成
26年度）において、代掻き期間の短縮や深水かんがい用
水の確保がなされたことから、表-3のように施設計画の
必要条件が変更されている。

　特に本ダムの下流に当別ダムが建設され、同ダムで温
水取水（表面取水）が可能となったことから、本ダムにおけ
る温水取水の必要性が無くなったため、取水施設の改修
に当たっては、取水形式は経済性に優れる底水取水形式
とし、トンネル内に設置する導水管により調節部まで導水

し、放流ゲートにより流量調整を行い下流河川へ放流する
計画とした。
２）取水放流施設の構成
　改修取水放流施設計画は、現況取水塔の全面更新案
と底水取水案について、表-5のとおり比較検討を行い、経
済性、維持管理の面で有利な底水取水案を採用した。よ
って、現況取水塔は撤去する。改修取水放流施設平面図
及び構成図を図-3、4に、改修取水放流施設の構成を表
-4に示す。

　施設の概略は、放流トンネル呑口部に底水取水管を設
置し、それに接続する導水管を放流トンネル内に敷設し、
トンネル吐口部に設けた放流施設の放流ゲート及び小容
量放流ゲートにより流量調整を行い下流河川に放流す
る。土砂吐ゲートは、底水取水管の横に設置し、放流水は
トンネル内に工事用仮排水路として設置したフリューム水
路を通して放流する。

　４．取水放流施設の改修計画

（１）改修計画の検討条件
　取水放流施設の改修計画における本ダム設計諸元は
下記のとおりで、貯水模式を図-5に示す。
　・有効貯水量　　14,523,300ｍ3

　・常時満水位　　F.W.L.142.00ｍ
　・利用最低水位　L.W.L.122.70ｍ（堆砂面標高）
　・取水量　　　　Q=3.117ｍ3/s
　・非常放流計画　FWL～LWLまでの有効貯水量を
　　　　　　　　 7日程度で放流する。
　・貯水池流入量　Q=2.241ｍ3/s
（かんがい期の10カ年平水流量）

（２）取水部の位置及び形式
１）取水部の位置
　取水部の改修に当たっては、現況の放流トンネルを導
水に利用するため、施設位置は放流トンネル上流側とす
る。また、導水距離を可能な限り短くするため、現況の土砂
吐ゲート設置位置に配置する。合わせて、非取水期のダム
及び貯水池内維持管理のため、現況と同様に土砂吐ゲー
トを取水口横に併設する。
　土砂吐ゲートの規格は、現況の土砂吐ゲートと同規模
（H1.5ｍ×W1.0ｍ）とし、取水部を新たに設けることから、
設置位置の施設規模より門数を1門とした。なお、非かん
がい期の流入量は土砂吐ゲートにより排水する計画とし
たが、出水時は主ゲートからの流下を併用することにより
土砂吐1門でも支障ない。
　土砂吐ゲートから排出する土砂水流は、放流トンネル内
に設置するＵ字フルーム（H3.2ｍ×W1.3ｍ）を介して流
下させる。

２）取水部の形式
　取水部の形式は底水取水口とし、常時満水位
(FWL.142.00ｍ)から最低水位(LWL.122.70ｍ)まで安
定して必要取水量を確保出来る必要がある。
　本ダムの底水取水口標高は、堆砂による呑口閉塞の影
響を少なくするため、最低水位LWL.122.70ｍに極力近
い標高とすることが望ましいが、最低水位までの貯水位を
7日程度で排除する必要もあるため、貯水位が最低水位
付近になっても水理的に安定して貯水を取水出来ること
が必要である。
　取水深（LWL.122.70ｍ－呑口標高）が小さいと、空気
の吸い込みが生じ、十分な放流能力が発揮出来ない恐れ
があることから、LWL122.70ｍにおいても空気が混入し
ない底水取水口標高を設定する。
　空気渦の混入しない最低取水深Hと口径Dとの関係
は、H＞1.5Dとされている1）ことから、2.5ｍを確保する。
　H＞1.5×口径1.6ｍ＝2.4ｍ≒2.5ｍ（0.5m単位丸め）
　　　　ここで、取水管口径＝φ1,600mm

（後述する、5.(2)取水口の取合いより）
　LWL.122.70ｍ－2.5ｍ＝底水取水口 EL.120.20ｍ
　底水取水口前面には、土砂や流木等の浮遊物影響を
避けるため、スクリーンを設置する。
　本施設のスクリーンは底水取水のため、常時水没して
おり、再塗装が困難であるため、ステンレス鋼を採用する。
図-6に取水地部配置計画、図-7に取水部形式を示す。

（３）導水部の位置及び形式
１）導水部の位置
　計画放流施設の導水部は、現況放流トンネル内部に設
置し、下流の調節部へ導水する計画とする。
２）導水部の形式
　導水路の形式は、圧力管路として計画する。導水管の口
径は、非常放流機能を考慮し水理検討からφ2,100mm
とする。また、非かんがい期の維持管理（貯水位低下、土
砂の排除等）を目的に、自然圧で流下させる排水路（呑口
に土砂吐ゲート1門設置）を計画して導水管と併設する。
　導水管は、据付架台により取水トンネル底版に固定さ
せるため、特別な基礎は不要であるが、圧力管路であるこ
とから予期せぬ振動等が起こる懸念がある。よって、コンク
リート基礎（巻立て）により固定支承とすることで、発生す
る振動の抑制を図る。
　導水管の管種は、鉄管路を標準とする1）ため、経年的な
発錆や錆こぶの発生に対して維持管理が容易（メンテナン
スフリー）なステンレス鋼管を採用する。　

３）土砂吐水路の形式
　導水路の土砂吐部は、トンネル内の施工スペースが狭
いため、図-8に示すように、二次製品U字フリューム（工場
製作、現地据付け）で施工を行い、導水管のコンクリート

巻立の型枠としても利用する。巻立てコンクリートは、導水
管の継手が溶接であること、スラスト力を巻立てコンクリー
ト全体で受け持つことから、一部区間で半巻きとした。ま
た、施工期間中の仮排水路として利用し、最終的には土砂
吐下流の放流水路として利用する。
（４）調節部の位置及び形式
１）調節部の位置
　現況取水放流施設では、取水施設（取水塔）内に調節
部（高圧ゲート）が配置され、貯水池内に位置している。
　改修計画では、取水部を底水取水方式に変更する事か
ら、調節部は堤体下流に計画するが、図-9に示すように、
放流トンネルの高さは5.3ｍであり、φ1,900mmの放流ゲ
ート（H≒10ｍ）の設置が出来ないことから、調節部の位置
はトンネル出口とした。

２）放流主ゲートの形式
　ダムの放流設備の内、取水及び貯水池低下放流に使用
されるゲート・バルブには次の機能が必要となる。
　a）適切な取水管理を行うため、流量調節機能が優れて
いる。

　b）高水頭、高流速での放流に対し、キャビテーション振
動等の水理的な欠陥が生じない。

　c）放流水に含まれる流塵、土砂に対し機能上支障が
ない。

　d）減勢工を含めた設置スペースが小さい。
　e）ゲート（またはバルブ）自体に減勢機能を有するか、ま
たは適当な減勢工を組み合わせることにより、放流水
のエネルギーを減殺することができ、下流側に対して
洗掘・騒音等の悪影響を生じない。

　これらの条件に対応でき、経済性にも優れることから、
「ジェットフローゲート」を採用する。
　放流ゲートは、導水管と同様に、維持管理が容易（メン
テナンスフリー）なステンレス鋼管を採用する。
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３）放流副ゲートの形式
　副ゲート・バルブは、主ゲート・バルブの上流側に設置
し、常時は全開で主ゲート・バルブが故障した場合の緊急
遮断用及び点検整備時の締切用に使用する。使用実績が
多く、経済性及び信頼性が高いことから、「高圧スライドゲ
ート」を採用する。
（５）減勢工の形式
１）減勢工の形式
　調節部の下流には、ゲート・バルブからの放流水のエネ
ルギーによって、下流側構造物に悪影響を与えない、振
動・騒音を発生させないように放流水脈を減勢する減勢
工を設けなければならない。
　減勢方式は、空中放流と水中放流の２方式があり、水中
放流形式は、水中に放流するため減勢区間が短くなるが、
減勢工の深さが深くなるため掘削量が増加する。一方、空
中放流形式は、空中放流により減勢区間が長くなるが、放
流口の標高を高く出来るため、掘削量を削減出来る。減勢
工の分類を図-10に示す。減勢工の方式は、２方式の比
較検討を行った結果、本ダムでは施工性及び維持管理面
で有利となる「空中放流方式」を選定した。詳細について
は、６．コスト縮減の検討を参照。

２）整流管
　ジェットフローゲートでは、ゲート下流に直接水中減勢工
あるいは大気中に放流される場合を除き、放流ジェットを整
流にするための整流管を設ける1）とされている。本ダムでは、
下流河川（当別川）に直接放流しないため、整流管を計画
する。管種は、導水部と同様にステンレス鋼管を採用した。
　整流管の口径は、ゲート口径の1.2倍以上とされること
から、整流管口径は、φ2,300mmとした。
　・整流管口径(m)＝1.2×ゲート口径Ｄ(m)
　　　　　　　　＝1.2×1.9ｍ＝2.28ｍ（≒2.3ｍ）

　５．施設規模の検討

（１）水理計算条件
　本ダムの取水放流施設は、非常放流施設を兼ねるた
め、施設規模は水理計算により決定する。
　河川管理施設等構造令施行規則第10条の説明による
と、「放流設備の能力は、貯水池の規模、流域特性等を考慮
する必要があるが、常時満水位から貯水池運用計画上の
最低水位までを、表面遮水壁型のフィルダムでは約4日間
で、その他の種類のフィルダムでは7日～10日間程度で、水
位低下出来ることをその目安としている。」2）との記載がある。
　本ダムは傾斜遮水ゾーン型フィルダム（上記のその他の種類
のダム）であり、貯水位低下日数は7～10日程度が適用される。
　本ダムの貯水位低下条件は、道内他ダムの実績を考慮
して安全側を採用することとし、以下のように設定した。
 ・ 貯水池流入量を無視した場合に7日以内に水位低下さ
せる。

 ・ 貯水池流入量を考慮した場合でも7日程度（四捨五入し
て7日）で水位を低下させる。

　水理計算に使用する放流ゲートからの放流量は、次式
によって計算を行った。

　　ここに、 Q：　放流量（m3/s）
  C：　主ゲートの流量係数
  A：　主ゲートの通水断面積（ｍ2）
  g：　重力加速度（ｍ/s2）
  H：　作用静水頭（ｍ）
  fi：　各部の損失係数
  Ai：　各部の断面積（ｍ2）
（２）取水口の取合い
　取水部では、取水管径が大きいほど損失水頭が小さく
なるため水理的に有利となる。現況放流トンネル呑口は覆
工コンクリートにより狭小断面(2r＝4.0m)となっているこ
と、土砂吐入口幅（ゲート幅と同じ1.0m)を確保する必要
があること、取水管設置時の据付材を設置する余裕を確
保する必要があることを考慮して、図-11に示すように取
水管入口部の口径はφ1,600mmとし、下流側で水理計
算条件を満足する導水管口径φ2,100mmに拡幅した。

（３）水理計算結果
　取水放流施設の各種損失を整理すると表-6のとおり
で、これを用いて貯水位低下計算を行った結果を表-7お
よび表-8に示す。貯水池流入量を無視した場合の貯水位
低下日数：6.6日（水位低下期間：7日以内）と、考慮した場
合の貯水位低下日数：7.3日（水位低下期間：7日程度）の
いずれも条件を満足する事を確認した。図-11　取水口のトンネル形状

　６．コスト縮減の検討

　本ダムの取水放流施設の改修は、河道内の限られた区
域において複数年にまたがる施工が必須であるため、使用
機械や詳細な施工方法を検討した上で各工種の設計を
行うと共に、各施工年度・施工段階における水理条件を整

表-6　各種損失係数一覧表

理し、現地条件に適した仮設備の検討を行った。また、放
流施設の減勢工の見直しや、導水管巻立て形状の見直し
を行い、コスト縮減や施工性の向上の提案を行った。
　コスト縮減の具体的内容を表-9に、それぞれの検討結
果を表-10、11に示す。

（１）減勢工方式の見直しによるコスト縮減
　事業計画書では、放流施設の減勢工は水中放流方式
となっているが、減勢工を空中放流方式に変更することに

よりコスト縮減が図られる。また、岩掘削量が約30％減少
するため施工性が向上する。

（２）導水管巻立の見直しによるコスト縮減
　前述のように、導水管は溶接による一体構造となること
から、スラスト力の検討を実施し、適用可能な区間につい
て半巻きに見直すことにより、コンクリート量の削減による
コスト縮減が図られる。
（３）施工計画
　青山ダムの貯水池流入水の流下は、既設放流トンネル
を経由しなければならない。導水管工事は放流トンネル内
の施工となるため、坑内作業と仮排水を同時に行う必要
がある。このため、図-12に示すように、土砂吐水路（二次
製品U字フリューム）を事前に設置して仮排水路として利
用することで、効率的な仮設配置となるように計画した。導
水管の据付は、門構クレーンをトンネル内に搬入し、導水
管を吊上げて架台に設置する計画とした。

　７．おわりに

　青山ダム取水放流施設のコスト縮減を念頭に置いた改
修計画について報告した。青山ダムでは下流の当別ダムの
完成により温水取水が不必要となり、現況取水塔を撤去
し、調節部を放流トンネル出口に移設するなど、大規模な
取水放流施設の改築が計画されている。改築により、調節
部がジェットフローゲートになるため、放流量の調節が容
易になるなど維持管理面の向上が期待される。
　本報告は平成29年度の設計時点であり、現在も実施
工に向けて、施工計画の見直しを含めた検討を実施して
いる。

（株式会社 三祐コンサルタンツ）
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　１．はじめに

　篠津青山地区は、北海道の石狩郡当別町に位置し、一
級河川石狩川水系当別川に沿って帯状に発展した
3,169haの水田地帯である。本地区の主水源である青山
ダムは、国営篠津地域泥炭地開発事業により、昭和31年
度から昭和38年度にかけて当別町字青山に築造された
かんがい専用のダムである。
　本ダムは、その後、国営篠津第二土地改良事業（昭和
58年度～昭和60年度）及び国営当別土地改良事業（平
成6年度～平成26年度）により改修が行われた。ダムの諸
元を表-1、ダム全景を写真-1に示す。

　本ダムの約20km下流に平成24年度から当別ダム（補
助多目的ダム）の供用が開始された。本ダムと当別ダムの
農業用水源は一体として運用されることになり、水供給の
運用は当別ダムが行うことになった。
　本ダムは貯水池機能と必要な水量を当別ダムへ注水す
る機能に特化され、施設の改修に当たっては改修コストの
縮減、ダムの操作に当たっては省力的な運用が可能となる
施設の改修設計が求められた。
　また、本ダムは平成29年度から国営篠津青山土地改良
事業（国営施設応急対策）で実施しており、取水放流施設
改修設計が事業計画で認められている小水力発電施設
の設計に大きな手戻りとならないことを条件として検討を
行っている。

　２．取水放流施設の現状

（１）取水放流施設の現状
　本ダムは供用開始以来50年以上が経過している。
　また、取水施設のうちゲート設備は昭和６１年の供用開
始以来30年以上が経過し、老朽化により施設には以下の
機能障害が生じている状況である。

・ 調整ゲート可動状況の不具合
・ 高圧ゲート戸当り部からの漏水
・ 土砂吐ゲート戸当り部からの漏水
・ 取水塔本体コンクリートの劣化

　このため、本ダムの既存施設について機能診断調査を
実施し、改修の必要性を判断した。
（２）調査結果
　取水塔の土木施設の劣化状況は、頂版部で剥離剥落・
鉄筋の露出(部分的)、外壁部でひび割れ・粗骨材の剥離
（部分的）・欠損、取水口部で粗骨材の露出（全体的）・鉄
筋の露出(部分的)・欠損が見られる。劣化状況を写真-
２、３、４に示す。

　ゲート設備の劣化状況は、設備全てにおいて発錆がみ
られ、高圧ゲート及び土砂吐ゲートにおいては、戸当たり
部から漏水が確認されている。また、調整ゲート戸当たり
部には扉体との接触痕も確認されている。
　機能診断結果より、取水施設の健全度は、土木施設及び
機械設備のいずれも老朽化による機能低下が生じていると
判断されることから、取水施設の改修を行う計画とした。

　３．取水放流施設の改修方針

（１）現況取水放流施設の構成
　現況取水施設は、取水部は堤体左岸地山に設置された
取水塔内の調整ゲート及び取水ゲート、調整部の高圧ゲ

ートにより、表面取水・流量調整を行い、放流トンネルに接
続する暗渠水路を通って、放流トンネル内に放流している。
　土砂吐ゲートは、放流トンネル呑口部に設置されてい
る。現況取水放流施設の平面図を図-1、施設の構成を表
-2、施設の現況取水塔の構成を図-2に示す。
（２）取水放流施設の改修方針
１）改修方針
　本ダムでは国営当別土地改良事業（平成6年度～平成
26年度）において、代掻き期間の短縮や深水かんがい用
水の確保がなされたことから、表-3のように施設計画の
必要条件が変更されている。

　特に本ダムの下流に当別ダムが建設され、同ダムで温
水取水（表面取水）が可能となったことから、本ダムにおけ
る温水取水の必要性が無くなったため、取水施設の改修
に当たっては、取水形式は経済性に優れる底水取水形式
とし、トンネル内に設置する導水管により調節部まで導水

し、放流ゲートにより流量調整を行い下流河川へ放流する
計画とした。
２）取水放流施設の構成
　改修取水放流施設計画は、現況取水塔の全面更新案
と底水取水案について、表-5のとおり比較検討を行い、経
済性、維持管理の面で有利な底水取水案を採用した。よ
って、現況取水塔は撤去する。改修取水放流施設平面図
及び構成図を図-3、4に、改修取水放流施設の構成を表
-4に示す。

　施設の概略は、放流トンネル呑口部に底水取水管を設
置し、それに接続する導水管を放流トンネル内に敷設し、
トンネル吐口部に設けた放流施設の放流ゲート及び小容
量放流ゲートにより流量調整を行い下流河川に放流す
る。土砂吐ゲートは、底水取水管の横に設置し、放流水は
トンネル内に工事用仮排水路として設置したフリューム水
路を通して放流する。

　４．取水放流施設の改修計画

（１）改修計画の検討条件
　取水放流施設の改修計画における本ダム設計諸元は
下記のとおりで、貯水模式を図-5に示す。
　・有効貯水量　　14,523,300ｍ3

　・常時満水位　　F.W.L.142.00ｍ
　・利用最低水位　L.W.L.122.70ｍ（堆砂面標高）
　・取水量　　　　Q=3.117ｍ3/s
　・非常放流計画　FWL～LWLまでの有効貯水量を
　　　　　　　　 7日程度で放流する。
　・貯水池流入量　Q=2.241ｍ3/s
（かんがい期の10カ年平水流量）

（２）取水部の位置及び形式
１）取水部の位置
　取水部の改修に当たっては、現況の放流トンネルを導
水に利用するため、施設位置は放流トンネル上流側とす
る。また、導水距離を可能な限り短くするため、現況の土砂
吐ゲート設置位置に配置する。合わせて、非取水期のダム
及び貯水池内維持管理のため、現況と同様に土砂吐ゲー
トを取水口横に併設する。
　土砂吐ゲートの規格は、現況の土砂吐ゲートと同規模
（H1.5ｍ×W1.0ｍ）とし、取水部を新たに設けることから、
設置位置の施設規模より門数を1門とした。なお、非かん
がい期の流入量は土砂吐ゲートにより排水する計画とし
たが、出水時は主ゲートからの流下を併用することにより
土砂吐1門でも支障ない。
　土砂吐ゲートから排出する土砂水流は、放流トンネル内
に設置するＵ字フルーム（H3.2ｍ×W1.3ｍ）を介して流
下させる。

２）取水部の形式
　取水部の形式は底水取水口とし、常時満水位
(FWL.142.00ｍ)から最低水位(LWL.122.70ｍ)まで安
定して必要取水量を確保出来る必要がある。
　本ダムの底水取水口標高は、堆砂による呑口閉塞の影
響を少なくするため、最低水位LWL.122.70ｍに極力近
い標高とすることが望ましいが、最低水位までの貯水位を
7日程度で排除する必要もあるため、貯水位が最低水位
付近になっても水理的に安定して貯水を取水出来ること
が必要である。
　取水深（LWL.122.70ｍ－呑口標高）が小さいと、空気
の吸い込みが生じ、十分な放流能力が発揮出来ない恐れ
があることから、LWL122.70ｍにおいても空気が混入し
ない底水取水口標高を設定する。
　空気渦の混入しない最低取水深Hと口径Dとの関係
は、H＞1.5Dとされている1）ことから、2.5ｍを確保する。
　H＞1.5×口径1.6ｍ＝2.4ｍ≒2.5ｍ（0.5m単位丸め）
　　　　ここで、取水管口径＝φ1,600mm

（後述する、5.(2)取水口の取合いより）
　LWL.122.70ｍ－2.5ｍ＝底水取水口 EL.120.20ｍ
　底水取水口前面には、土砂や流木等の浮遊物影響を
避けるため、スクリーンを設置する。
　本施設のスクリーンは底水取水のため、常時水没して
おり、再塗装が困難であるため、ステンレス鋼を採用する。
図-6に取水地部配置計画、図-7に取水部形式を示す。

（３）導水部の位置及び形式
１）導水部の位置
　計画放流施設の導水部は、現況放流トンネル内部に設
置し、下流の調節部へ導水する計画とする。
２）導水部の形式
　導水路の形式は、圧力管路として計画する。導水管の口
径は、非常放流機能を考慮し水理検討からφ2,100mm
とする。また、非かんがい期の維持管理（貯水位低下、土
砂の排除等）を目的に、自然圧で流下させる排水路（呑口
に土砂吐ゲート1門設置）を計画して導水管と併設する。
　導水管は、据付架台により取水トンネル底版に固定さ
せるため、特別な基礎は不要であるが、圧力管路であるこ
とから予期せぬ振動等が起こる懸念がある。よって、コンク
リート基礎（巻立て）により固定支承とすることで、発生す
る振動の抑制を図る。
　導水管の管種は、鉄管路を標準とする1）ため、経年的な
発錆や錆こぶの発生に対して維持管理が容易（メンテナン
スフリー）なステンレス鋼管を採用する。　

３）土砂吐水路の形式
　導水路の土砂吐部は、トンネル内の施工スペースが狭
いため、図-8に示すように、二次製品U字フリューム（工場
製作、現地据付け）で施工を行い、導水管のコンクリート

巻立の型枠としても利用する。巻立てコンクリートは、導水
管の継手が溶接であること、スラスト力を巻立てコンクリー
ト全体で受け持つことから、一部区間で半巻きとした。ま
た、施工期間中の仮排水路として利用し、最終的には土砂
吐下流の放流水路として利用する。
（４）調節部の位置及び形式
１）調節部の位置
　現況取水放流施設では、取水施設（取水塔）内に調節
部（高圧ゲート）が配置され、貯水池内に位置している。
　改修計画では、取水部を底水取水方式に変更する事か
ら、調節部は堤体下流に計画するが、図-9に示すように、
放流トンネルの高さは5.3ｍであり、φ1,900mmの放流ゲ
ート（H≒10ｍ）の設置が出来ないことから、調節部の位置
はトンネル出口とした。

２）放流主ゲートの形式
　ダムの放流設備の内、取水及び貯水池低下放流に使用
されるゲート・バルブには次の機能が必要となる。
　a）適切な取水管理を行うため、流量調節機能が優れて
いる。

　b）高水頭、高流速での放流に対し、キャビテーション振
動等の水理的な欠陥が生じない。

　c）放流水に含まれる流塵、土砂に対し機能上支障が
ない。

　d）減勢工を含めた設置スペースが小さい。
　e）ゲート（またはバルブ）自体に減勢機能を有するか、ま
たは適当な減勢工を組み合わせることにより、放流水
のエネルギーを減殺することができ、下流側に対して
洗掘・騒音等の悪影響を生じない。

　これらの条件に対応でき、経済性にも優れることから、
「ジェットフローゲート」を採用する。
　放流ゲートは、導水管と同様に、維持管理が容易（メン
テナンスフリー）なステンレス鋼管を採用する。
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３）放流副ゲートの形式
　副ゲート・バルブは、主ゲート・バルブの上流側に設置
し、常時は全開で主ゲート・バルブが故障した場合の緊急
遮断用及び点検整備時の締切用に使用する。使用実績が
多く、経済性及び信頼性が高いことから、「高圧スライドゲ
ート」を採用する。
（５）減勢工の形式
１）減勢工の形式
　調節部の下流には、ゲート・バルブからの放流水のエネ
ルギーによって、下流側構造物に悪影響を与えない、振
動・騒音を発生させないように放流水脈を減勢する減勢
工を設けなければならない。
　減勢方式は、空中放流と水中放流の２方式があり、水中
放流形式は、水中に放流するため減勢区間が短くなるが、
減勢工の深さが深くなるため掘削量が増加する。一方、空
中放流形式は、空中放流により減勢区間が長くなるが、放
流口の標高を高く出来るため、掘削量を削減出来る。減勢
工の分類を図-10に示す。減勢工の方式は、２方式の比
較検討を行った結果、本ダムでは施工性及び維持管理面
で有利となる「空中放流方式」を選定した。詳細について
は、６．コスト縮減の検討を参照。

２）整流管
　ジェットフローゲートでは、ゲート下流に直接水中減勢工
あるいは大気中に放流される場合を除き、放流ジェットを整
流にするための整流管を設ける1）とされている。本ダムでは、
下流河川（当別川）に直接放流しないため、整流管を計画
する。管種は、導水部と同様にステンレス鋼管を採用した。
　整流管の口径は、ゲート口径の1.2倍以上とされること
から、整流管口径は、φ2,300mmとした。
　・整流管口径(m)＝1.2×ゲート口径Ｄ(m)
　　　　　　　　＝1.2×1.9ｍ＝2.28ｍ（≒2.3ｍ）

　５．施設規模の検討

（１）水理計算条件
　本ダムの取水放流施設は、非常放流施設を兼ねるた
め、施設規模は水理計算により決定する。
　河川管理施設等構造令施行規則第10条の説明による
と、「放流設備の能力は、貯水池の規模、流域特性等を考慮
する必要があるが、常時満水位から貯水池運用計画上の
最低水位までを、表面遮水壁型のフィルダムでは約4日間
で、その他の種類のフィルダムでは7日～10日間程度で、水
位低下出来ることをその目安としている。」2）との記載がある。
　本ダムは傾斜遮水ゾーン型フィルダム（上記のその他の種類
のダム）であり、貯水位低下日数は7～10日程度が適用される。
　本ダムの貯水位低下条件は、道内他ダムの実績を考慮
して安全側を採用することとし、以下のように設定した。
 ・ 貯水池流入量を無視した場合に7日以内に水位低下さ
せる。

 ・ 貯水池流入量を考慮した場合でも7日程度（四捨五入し
て7日）で水位を低下させる。

　水理計算に使用する放流ゲートからの放流量は、次式
によって計算を行った。

　　ここに、 Q：　放流量（m3/s）
  C：　主ゲートの流量係数
  A：　主ゲートの通水断面積（ｍ2）
  g：　重力加速度（ｍ/s2）
  H：　作用静水頭（ｍ）
  fi：　各部の損失係数
  Ai：　各部の断面積（ｍ2）
（２）取水口の取合い
　取水部では、取水管径が大きいほど損失水頭が小さく
なるため水理的に有利となる。現況放流トンネル呑口は覆
工コンクリートにより狭小断面(2r＝4.0m)となっているこ
と、土砂吐入口幅（ゲート幅と同じ1.0m)を確保する必要
があること、取水管設置時の据付材を設置する余裕を確
保する必要があることを考慮して、図-11に示すように取
水管入口部の口径はφ1,600mmとし、下流側で水理計
算条件を満足する導水管口径φ2,100mmに拡幅した。

（３）水理計算結果
　取水放流施設の各種損失を整理すると表-6のとおり
で、これを用いて貯水位低下計算を行った結果を表-7お
よび表-8に示す。貯水池流入量を無視した場合の貯水位
低下日数：6.6日（水位低下期間：7日以内）と、考慮した場
合の貯水位低下日数：7.3日（水位低下期間：7日程度）の
いずれも条件を満足する事を確認した。

　６．コスト縮減の検討

　本ダムの取水放流施設の改修は、河道内の限られた区
域において複数年にまたがる施工が必須であるため、使用
機械や詳細な施工方法を検討した上で各工種の設計を
行うと共に、各施工年度・施工段階における水理条件を整

表-7　貯水池流入流量を無視した貯水位低下量の計算結果

表-8　貯水池流入流量を考慮した貯水位低下量の計算結果

理し、現地条件に適した仮設備の検討を行った。また、放
流施設の減勢工の見直しや、導水管巻立て形状の見直し
を行い、コスト縮減や施工性の向上の提案を行った。
　コスト縮減の具体的内容を表-9に、それぞれの検討結
果を表-10、11に示す。

（１）減勢工方式の見直しによるコスト縮減
　事業計画書では、放流施設の減勢工は水中放流方式
となっているが、減勢工を空中放流方式に変更することに

よりコスト縮減が図られる。また、岩掘削量が約30％減少
するため施工性が向上する。

（２）導水管巻立の見直しによるコスト縮減
　前述のように、導水管は溶接による一体構造となること
から、スラスト力の検討を実施し、適用可能な区間につい
て半巻きに見直すことにより、コンクリート量の削減による
コスト縮減が図られる。
（３）施工計画
　青山ダムの貯水池流入水の流下は、既設放流トンネル
を経由しなければならない。導水管工事は放流トンネル内
の施工となるため、坑内作業と仮排水を同時に行う必要
がある。このため、図-12に示すように、土砂吐水路（二次
製品U字フリューム）を事前に設置して仮排水路として利
用することで、効率的な仮設配置となるように計画した。導
水管の据付は、門構クレーンをトンネル内に搬入し、導水
管を吊上げて架台に設置する計画とした。

　７．おわりに

　青山ダム取水放流施設のコスト縮減を念頭に置いた改
修計画について報告した。青山ダムでは下流の当別ダムの
完成により温水取水が不必要となり、現況取水塔を撤去
し、調節部を放流トンネル出口に移設するなど、大規模な
取水放流施設の改築が計画されている。改築により、調節
部がジェットフローゲートになるため、放流量の調節が容
易になるなど維持管理面の向上が期待される。
　本報告は平成29年度の設計時点であり、現在も実施
工に向けて、施工計画の見直しを含めた検討を実施して
いる。

（株式会社 三祐コンサルタンツ）
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　１．はじめに

　篠津青山地区は、北海道の石狩郡当別町に位置し、一
級河川石狩川水系当別川に沿って帯状に発展した
3,169haの水田地帯である。本地区の主水源である青山
ダムは、国営篠津地域泥炭地開発事業により、昭和31年
度から昭和38年度にかけて当別町字青山に築造された
かんがい専用のダムである。
　本ダムは、その後、国営篠津第二土地改良事業（昭和
58年度～昭和60年度）及び国営当別土地改良事業（平
成6年度～平成26年度）により改修が行われた。ダムの諸
元を表-1、ダム全景を写真-1に示す。

　本ダムの約20km下流に平成24年度から当別ダム（補
助多目的ダム）の供用が開始された。本ダムと当別ダムの
農業用水源は一体として運用されることになり、水供給の
運用は当別ダムが行うことになった。
　本ダムは貯水池機能と必要な水量を当別ダムへ注水す
る機能に特化され、施設の改修に当たっては改修コストの
縮減、ダムの操作に当たっては省力的な運用が可能となる
施設の改修設計が求められた。
　また、本ダムは平成29年度から国営篠津青山土地改良
事業（国営施設応急対策）で実施しており、取水放流施設
改修設計が事業計画で認められている小水力発電施設
の設計に大きな手戻りとならないことを条件として検討を
行っている。

　２．取水放流施設の現状

（１）取水放流施設の現状
　本ダムは供用開始以来50年以上が経過している。
　また、取水施設のうちゲート設備は昭和６１年の供用開
始以来30年以上が経過し、老朽化により施設には以下の
機能障害が生じている状況である。

・ 調整ゲート可動状況の不具合
・ 高圧ゲート戸当り部からの漏水
・ 土砂吐ゲート戸当り部からの漏水
・ 取水塔本体コンクリートの劣化

　このため、本ダムの既存施設について機能診断調査を
実施し、改修の必要性を判断した。
（２）調査結果
　取水塔の土木施設の劣化状況は、頂版部で剥離剥落・
鉄筋の露出(部分的)、外壁部でひび割れ・粗骨材の剥離
（部分的）・欠損、取水口部で粗骨材の露出（全体的）・鉄
筋の露出(部分的)・欠損が見られる。劣化状況を写真-
２、３、４に示す。

　ゲート設備の劣化状況は、設備全てにおいて発錆がみ
られ、高圧ゲート及び土砂吐ゲートにおいては、戸当たり
部から漏水が確認されている。また、調整ゲート戸当たり
部には扉体との接触痕も確認されている。
　機能診断結果より、取水施設の健全度は、土木施設及び
機械設備のいずれも老朽化による機能低下が生じていると
判断されることから、取水施設の改修を行う計画とした。

　３．取水放流施設の改修方針

（１）現況取水放流施設の構成
　現況取水施設は、取水部は堤体左岸地山に設置された
取水塔内の調整ゲート及び取水ゲート、調整部の高圧ゲ

ートにより、表面取水・流量調整を行い、放流トンネルに接
続する暗渠水路を通って、放流トンネル内に放流している。
　土砂吐ゲートは、放流トンネル呑口部に設置されてい
る。現況取水放流施設の平面図を図-1、施設の構成を表
-2、施設の現況取水塔の構成を図-2に示す。
（２）取水放流施設の改修方針
１）改修方針
　本ダムでは国営当別土地改良事業（平成6年度～平成
26年度）において、代掻き期間の短縮や深水かんがい用
水の確保がなされたことから、表-3のように施設計画の
必要条件が変更されている。

　特に本ダムの下流に当別ダムが建設され、同ダムで温
水取水（表面取水）が可能となったことから、本ダムにおけ
る温水取水の必要性が無くなったため、取水施設の改修
に当たっては、取水形式は経済性に優れる底水取水形式
とし、トンネル内に設置する導水管により調節部まで導水

し、放流ゲートにより流量調整を行い下流河川へ放流する
計画とした。
２）取水放流施設の構成
　改修取水放流施設計画は、現況取水塔の全面更新案
と底水取水案について、表-5のとおり比較検討を行い、経
済性、維持管理の面で有利な底水取水案を採用した。よ
って、現況取水塔は撤去する。改修取水放流施設平面図
及び構成図を図-3、4に、改修取水放流施設の構成を表
-4に示す。

　施設の概略は、放流トンネル呑口部に底水取水管を設
置し、それに接続する導水管を放流トンネル内に敷設し、
トンネル吐口部に設けた放流施設の放流ゲート及び小容
量放流ゲートにより流量調整を行い下流河川に放流す
る。土砂吐ゲートは、底水取水管の横に設置し、放流水は
トンネル内に工事用仮排水路として設置したフリューム水
路を通して放流する。

　４．取水放流施設の改修計画

（１）改修計画の検討条件
　取水放流施設の改修計画における本ダム設計諸元は
下記のとおりで、貯水模式を図-5に示す。
　・有効貯水量　　14,523,300ｍ3

　・常時満水位　　F.W.L.142.00ｍ
　・利用最低水位　L.W.L.122.70ｍ（堆砂面標高）
　・取水量　　　　Q=3.117ｍ3/s
　・非常放流計画　FWL～LWLまでの有効貯水量を
　　　　　　　　 7日程度で放流する。
　・貯水池流入量　Q=2.241ｍ3/s
（かんがい期の10カ年平水流量）

（２）取水部の位置及び形式
１）取水部の位置
　取水部の改修に当たっては、現況の放流トンネルを導
水に利用するため、施設位置は放流トンネル上流側とす
る。また、導水距離を可能な限り短くするため、現況の土砂
吐ゲート設置位置に配置する。合わせて、非取水期のダム
及び貯水池内維持管理のため、現況と同様に土砂吐ゲー
トを取水口横に併設する。
　土砂吐ゲートの規格は、現況の土砂吐ゲートと同規模
（H1.5ｍ×W1.0ｍ）とし、取水部を新たに設けることから、
設置位置の施設規模より門数を1門とした。なお、非かん
がい期の流入量は土砂吐ゲートにより排水する計画とし
たが、出水時は主ゲートからの流下を併用することにより
土砂吐1門でも支障ない。
　土砂吐ゲートから排出する土砂水流は、放流トンネル内
に設置するＵ字フルーム（H3.2ｍ×W1.3ｍ）を介して流
下させる。

２）取水部の形式
　取水部の形式は底水取水口とし、常時満水位
(FWL.142.00ｍ)から最低水位(LWL.122.70ｍ)まで安
定して必要取水量を確保出来る必要がある。
　本ダムの底水取水口標高は、堆砂による呑口閉塞の影
響を少なくするため、最低水位LWL.122.70ｍに極力近
い標高とすることが望ましいが、最低水位までの貯水位を
7日程度で排除する必要もあるため、貯水位が最低水位
付近になっても水理的に安定して貯水を取水出来ること
が必要である。
　取水深（LWL.122.70ｍ－呑口標高）が小さいと、空気
の吸い込みが生じ、十分な放流能力が発揮出来ない恐れ
があることから、LWL122.70ｍにおいても空気が混入し
ない底水取水口標高を設定する。
　空気渦の混入しない最低取水深Hと口径Dとの関係
は、H＞1.5Dとされている1）ことから、2.5ｍを確保する。
　H＞1.5×口径1.6ｍ＝2.4ｍ≒2.5ｍ（0.5m単位丸め）
　　　　ここで、取水管口径＝φ1,600mm

（後述する、5.(2)取水口の取合いより）
　LWL.122.70ｍ－2.5ｍ＝底水取水口 EL.120.20ｍ
　底水取水口前面には、土砂や流木等の浮遊物影響を
避けるため、スクリーンを設置する。
　本施設のスクリーンは底水取水のため、常時水没して
おり、再塗装が困難であるため、ステンレス鋼を採用する。
図-6に取水地部配置計画、図-7に取水部形式を示す。

（３）導水部の位置及び形式
１）導水部の位置
　計画放流施設の導水部は、現況放流トンネル内部に設
置し、下流の調節部へ導水する計画とする。
２）導水部の形式
　導水路の形式は、圧力管路として計画する。導水管の口
径は、非常放流機能を考慮し水理検討からφ2,100mm
とする。また、非かんがい期の維持管理（貯水位低下、土
砂の排除等）を目的に、自然圧で流下させる排水路（呑口
に土砂吐ゲート1門設置）を計画して導水管と併設する。
　導水管は、据付架台により取水トンネル底版に固定さ
せるため、特別な基礎は不要であるが、圧力管路であるこ
とから予期せぬ振動等が起こる懸念がある。よって、コンク
リート基礎（巻立て）により固定支承とすることで、発生す
る振動の抑制を図る。
　導水管の管種は、鉄管路を標準とする1）ため、経年的な
発錆や錆こぶの発生に対して維持管理が容易（メンテナン
スフリー）なステンレス鋼管を採用する。　

３）土砂吐水路の形式
　導水路の土砂吐部は、トンネル内の施工スペースが狭
いため、図-8に示すように、二次製品U字フリューム（工場
製作、現地据付け）で施工を行い、導水管のコンクリート

巻立の型枠としても利用する。巻立てコンクリートは、導水
管の継手が溶接であること、スラスト力を巻立てコンクリー
ト全体で受け持つことから、一部区間で半巻きとした。ま
た、施工期間中の仮排水路として利用し、最終的には土砂
吐下流の放流水路として利用する。
（４）調節部の位置及び形式
１）調節部の位置
　現況取水放流施設では、取水施設（取水塔）内に調節
部（高圧ゲート）が配置され、貯水池内に位置している。
　改修計画では、取水部を底水取水方式に変更する事か
ら、調節部は堤体下流に計画するが、図-9に示すように、
放流トンネルの高さは5.3ｍであり、φ1,900mmの放流ゲ
ート（H≒10ｍ）の設置が出来ないことから、調節部の位置
はトンネル出口とした。

２）放流主ゲートの形式
　ダムの放流設備の内、取水及び貯水池低下放流に使用
されるゲート・バルブには次の機能が必要となる。
　a）適切な取水管理を行うため、流量調節機能が優れて
いる。

　b）高水頭、高流速での放流に対し、キャビテーション振
動等の水理的な欠陥が生じない。

　c）放流水に含まれる流塵、土砂に対し機能上支障が
ない。

　d）減勢工を含めた設置スペースが小さい。
　e）ゲート（またはバルブ）自体に減勢機能を有するか、ま
たは適当な減勢工を組み合わせることにより、放流水
のエネルギーを減殺することができ、下流側に対して
洗掘・騒音等の悪影響を生じない。

　これらの条件に対応でき、経済性にも優れることから、
「ジェットフローゲート」を採用する。
　放流ゲートは、導水管と同様に、維持管理が容易（メン
テナンスフリー）なステンレス鋼管を採用する。
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３）放流副ゲートの形式
　副ゲート・バルブは、主ゲート・バルブの上流側に設置
し、常時は全開で主ゲート・バルブが故障した場合の緊急
遮断用及び点検整備時の締切用に使用する。使用実績が
多く、経済性及び信頼性が高いことから、「高圧スライドゲ
ート」を採用する。
（５）減勢工の形式
１）減勢工の形式
　調節部の下流には、ゲート・バルブからの放流水のエネ
ルギーによって、下流側構造物に悪影響を与えない、振
動・騒音を発生させないように放流水脈を減勢する減勢
工を設けなければならない。
　減勢方式は、空中放流と水中放流の２方式があり、水中
放流形式は、水中に放流するため減勢区間が短くなるが、
減勢工の深さが深くなるため掘削量が増加する。一方、空
中放流形式は、空中放流により減勢区間が長くなるが、放
流口の標高を高く出来るため、掘削量を削減出来る。減勢
工の分類を図-10に示す。減勢工の方式は、２方式の比
較検討を行った結果、本ダムでは施工性及び維持管理面
で有利となる「空中放流方式」を選定した。詳細について
は、６．コスト縮減の検討を参照。

２）整流管
　ジェットフローゲートでは、ゲート下流に直接水中減勢工
あるいは大気中に放流される場合を除き、放流ジェットを整
流にするための整流管を設ける1）とされている。本ダムでは、
下流河川（当別川）に直接放流しないため、整流管を計画
する。管種は、導水部と同様にステンレス鋼管を採用した。
　整流管の口径は、ゲート口径の1.2倍以上とされること
から、整流管口径は、φ2,300mmとした。
　・整流管口径(m)＝1.2×ゲート口径Ｄ(m)
　　　　　　　　＝1.2×1.9ｍ＝2.28ｍ（≒2.3ｍ）

　５．施設規模の検討

（１）水理計算条件
　本ダムの取水放流施設は、非常放流施設を兼ねるた
め、施設規模は水理計算により決定する。
　河川管理施設等構造令施行規則第10条の説明による
と、「放流設備の能力は、貯水池の規模、流域特性等を考慮
する必要があるが、常時満水位から貯水池運用計画上の
最低水位までを、表面遮水壁型のフィルダムでは約4日間
で、その他の種類のフィルダムでは7日～10日間程度で、水
位低下出来ることをその目安としている。」2）との記載がある。
　本ダムは傾斜遮水ゾーン型フィルダム（上記のその他の種類
のダム）であり、貯水位低下日数は7～10日程度が適用される。
　本ダムの貯水位低下条件は、道内他ダムの実績を考慮
して安全側を採用することとし、以下のように設定した。
 ・ 貯水池流入量を無視した場合に7日以内に水位低下さ
せる。

 ・ 貯水池流入量を考慮した場合でも7日程度（四捨五入し
て7日）で水位を低下させる。

　水理計算に使用する放流ゲートからの放流量は、次式
によって計算を行った。

　　ここに、 Q：　放流量（m3/s）
  C：　主ゲートの流量係数
  A：　主ゲートの通水断面積（ｍ2）
  g：　重力加速度（ｍ/s2）
  H：　作用静水頭（ｍ）
  fi：　各部の損失係数
  Ai：　各部の断面積（ｍ2）
（２）取水口の取合い
　取水部では、取水管径が大きいほど損失水頭が小さく
なるため水理的に有利となる。現況放流トンネル呑口は覆
工コンクリートにより狭小断面(2r＝4.0m)となっているこ
と、土砂吐入口幅（ゲート幅と同じ1.0m)を確保する必要
があること、取水管設置時の据付材を設置する余裕を確
保する必要があることを考慮して、図-11に示すように取
水管入口部の口径はφ1,600mmとし、下流側で水理計
算条件を満足する導水管口径φ2,100mmに拡幅した。

（３）水理計算結果
　取水放流施設の各種損失を整理すると表-6のとおり
で、これを用いて貯水位低下計算を行った結果を表-7お
よび表-8に示す。貯水池流入量を無視した場合の貯水位
低下日数：6.6日（水位低下期間：7日以内）と、考慮した場
合の貯水位低下日数：7.3日（水位低下期間：7日程度）の
いずれも条件を満足する事を確認した。

　６．コスト縮減の検討

　本ダムの取水放流施設の改修は、河道内の限られた区
域において複数年にまたがる施工が必須であるため、使用
機械や詳細な施工方法を検討した上で各工種の設計を
行うと共に、各施工年度・施工段階における水理条件を整

理し、現地条件に適した仮設備の検討を行った。また、放
流施設の減勢工の見直しや、導水管巻立て形状の見直し
を行い、コスト縮減や施工性の向上の提案を行った。
　コスト縮減の具体的内容を表-9に、それぞれの検討結
果を表-10、11に示す。

（１）減勢工方式の見直しによるコスト縮減
　事業計画書では、放流施設の減勢工は水中放流方式
となっているが、減勢工を空中放流方式に変更することに

よりコスト縮減が図られる。また、岩掘削量が約30％減少
するため施工性が向上する。

（２）導水管巻立の見直しによるコスト縮減
　前述のように、導水管は溶接による一体構造となること
から、スラスト力の検討を実施し、適用可能な区間につい
て半巻きに見直すことにより、コンクリート量の削減による
コスト縮減が図られる。
（３）施工計画
　青山ダムの貯水池流入水の流下は、既設放流トンネル
を経由しなければならない。導水管工事は放流トンネル内
の施工となるため、坑内作業と仮排水を同時に行う必要
がある。このため、図-12に示すように、土砂吐水路（二次
製品U字フリューム）を事前に設置して仮排水路として利
用することで、効率的な仮設配置となるように計画した。導
水管の据付は、門構クレーンをトンネル内に搬入し、導水
管を吊上げて架台に設置する計画とした。

表-9　コスト縮減総括表

表-10　減勢工方式による経済比較表

　７．おわりに

　青山ダム取水放流施設のコスト縮減を念頭に置いた改
修計画について報告した。青山ダムでは下流の当別ダムの
完成により温水取水が不必要となり、現況取水塔を撤去
し、調節部を放流トンネル出口に移設するなど、大規模な
取水放流施設の改築が計画されている。改築により、調節
部がジェットフローゲートになるため、放流量の調節が容
易になるなど維持管理面の向上が期待される。
　本報告は平成29年度の設計時点であり、現在も実施
工に向けて、施工計画の見直しを含めた検討を実施して
いる。

（株式会社 三祐コンサルタンツ）
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　１．はじめに

　篠津青山地区は、北海道の石狩郡当別町に位置し、一
級河川石狩川水系当別川に沿って帯状に発展した
3,169haの水田地帯である。本地区の主水源である青山
ダムは、国営篠津地域泥炭地開発事業により、昭和31年
度から昭和38年度にかけて当別町字青山に築造された
かんがい専用のダムである。
　本ダムは、その後、国営篠津第二土地改良事業（昭和
58年度～昭和60年度）及び国営当別土地改良事業（平
成6年度～平成26年度）により改修が行われた。ダムの諸
元を表-1、ダム全景を写真-1に示す。

　本ダムの約20km下流に平成24年度から当別ダム（補
助多目的ダム）の供用が開始された。本ダムと当別ダムの
農業用水源は一体として運用されることになり、水供給の
運用は当別ダムが行うことになった。
　本ダムは貯水池機能と必要な水量を当別ダムへ注水す
る機能に特化され、施設の改修に当たっては改修コストの
縮減、ダムの操作に当たっては省力的な運用が可能となる
施設の改修設計が求められた。
　また、本ダムは平成29年度から国営篠津青山土地改良
事業（国営施設応急対策）で実施しており、取水放流施設
改修設計が事業計画で認められている小水力発電施設
の設計に大きな手戻りとならないことを条件として検討を
行っている。

　２．取水放流施設の現状

（１）取水放流施設の現状
　本ダムは供用開始以来50年以上が経過している。
　また、取水施設のうちゲート設備は昭和６１年の供用開
始以来30年以上が経過し、老朽化により施設には以下の
機能障害が生じている状況である。

・ 調整ゲート可動状況の不具合
・ 高圧ゲート戸当り部からの漏水
・ 土砂吐ゲート戸当り部からの漏水
・ 取水塔本体コンクリートの劣化

　このため、本ダムの既存施設について機能診断調査を
実施し、改修の必要性を判断した。
（２）調査結果
　取水塔の土木施設の劣化状況は、頂版部で剥離剥落・
鉄筋の露出(部分的)、外壁部でひび割れ・粗骨材の剥離
（部分的）・欠損、取水口部で粗骨材の露出（全体的）・鉄
筋の露出(部分的)・欠損が見られる。劣化状況を写真-
２、３、４に示す。

　ゲート設備の劣化状況は、設備全てにおいて発錆がみ
られ、高圧ゲート及び土砂吐ゲートにおいては、戸当たり
部から漏水が確認されている。また、調整ゲート戸当たり
部には扉体との接触痕も確認されている。
　機能診断結果より、取水施設の健全度は、土木施設及び
機械設備のいずれも老朽化による機能低下が生じていると
判断されることから、取水施設の改修を行う計画とした。

　３．取水放流施設の改修方針

（１）現況取水放流施設の構成
　現況取水施設は、取水部は堤体左岸地山に設置された
取水塔内の調整ゲート及び取水ゲート、調整部の高圧ゲ

ートにより、表面取水・流量調整を行い、放流トンネルに接
続する暗渠水路を通って、放流トンネル内に放流している。
　土砂吐ゲートは、放流トンネル呑口部に設置されてい
る。現況取水放流施設の平面図を図-1、施設の構成を表
-2、施設の現況取水塔の構成を図-2に示す。
（２）取水放流施設の改修方針
１）改修方針
　本ダムでは国営当別土地改良事業（平成6年度～平成
26年度）において、代掻き期間の短縮や深水かんがい用
水の確保がなされたことから、表-3のように施設計画の
必要条件が変更されている。

　特に本ダムの下流に当別ダムが建設され、同ダムで温
水取水（表面取水）が可能となったことから、本ダムにおけ
る温水取水の必要性が無くなったため、取水施設の改修
に当たっては、取水形式は経済性に優れる底水取水形式
とし、トンネル内に設置する導水管により調節部まで導水

し、放流ゲートにより流量調整を行い下流河川へ放流する
計画とした。
２）取水放流施設の構成
　改修取水放流施設計画は、現況取水塔の全面更新案
と底水取水案について、表-5のとおり比較検討を行い、経
済性、維持管理の面で有利な底水取水案を採用した。よ
って、現況取水塔は撤去する。改修取水放流施設平面図
及び構成図を図-3、4に、改修取水放流施設の構成を表
-4に示す。

　施設の概略は、放流トンネル呑口部に底水取水管を設
置し、それに接続する導水管を放流トンネル内に敷設し、
トンネル吐口部に設けた放流施設の放流ゲート及び小容
量放流ゲートにより流量調整を行い下流河川に放流す
る。土砂吐ゲートは、底水取水管の横に設置し、放流水は
トンネル内に工事用仮排水路として設置したフリューム水
路を通して放流する。

　４．取水放流施設の改修計画

（１）改修計画の検討条件
　取水放流施設の改修計画における本ダム設計諸元は
下記のとおりで、貯水模式を図-5に示す。
　・有効貯水量　　14,523,300ｍ3

　・常時満水位　　F.W.L.142.00ｍ
　・利用最低水位　L.W.L.122.70ｍ（堆砂面標高）
　・取水量　　　　Q=3.117ｍ3/s
　・非常放流計画　FWL～LWLまでの有効貯水量を
　　　　　　　　 7日程度で放流する。
　・貯水池流入量　Q=2.241ｍ3/s
（かんがい期の10カ年平水流量）

（２）取水部の位置及び形式
１）取水部の位置
　取水部の改修に当たっては、現況の放流トンネルを導
水に利用するため、施設位置は放流トンネル上流側とす
る。また、導水距離を可能な限り短くするため、現況の土砂
吐ゲート設置位置に配置する。合わせて、非取水期のダム
及び貯水池内維持管理のため、現況と同様に土砂吐ゲー
トを取水口横に併設する。
　土砂吐ゲートの規格は、現況の土砂吐ゲートと同規模
（H1.5ｍ×W1.0ｍ）とし、取水部を新たに設けることから、
設置位置の施設規模より門数を1門とした。なお、非かん
がい期の流入量は土砂吐ゲートにより排水する計画とし
たが、出水時は主ゲートからの流下を併用することにより
土砂吐1門でも支障ない。
　土砂吐ゲートから排出する土砂水流は、放流トンネル内
に設置するＵ字フルーム（H3.2ｍ×W1.3ｍ）を介して流
下させる。

２）取水部の形式
　取水部の形式は底水取水口とし、常時満水位
(FWL.142.00ｍ)から最低水位(LWL.122.70ｍ)まで安
定して必要取水量を確保出来る必要がある。
　本ダムの底水取水口標高は、堆砂による呑口閉塞の影
響を少なくするため、最低水位LWL.122.70ｍに極力近
い標高とすることが望ましいが、最低水位までの貯水位を
7日程度で排除する必要もあるため、貯水位が最低水位
付近になっても水理的に安定して貯水を取水出来ること
が必要である。
　取水深（LWL.122.70ｍ－呑口標高）が小さいと、空気
の吸い込みが生じ、十分な放流能力が発揮出来ない恐れ
があることから、LWL122.70ｍにおいても空気が混入し
ない底水取水口標高を設定する。
　空気渦の混入しない最低取水深Hと口径Dとの関係
は、H＞1.5Dとされている1）ことから、2.5ｍを確保する。
　H＞1.5×口径1.6ｍ＝2.4ｍ≒2.5ｍ（0.5m単位丸め）
　　　　ここで、取水管口径＝φ1,600mm

（後述する、5.(2)取水口の取合いより）
　LWL.122.70ｍ－2.5ｍ＝底水取水口 EL.120.20ｍ
　底水取水口前面には、土砂や流木等の浮遊物影響を
避けるため、スクリーンを設置する。
　本施設のスクリーンは底水取水のため、常時水没して
おり、再塗装が困難であるため、ステンレス鋼を採用する。
図-6に取水地部配置計画、図-7に取水部形式を示す。

（３）導水部の位置及び形式
１）導水部の位置
　計画放流施設の導水部は、現況放流トンネル内部に設
置し、下流の調節部へ導水する計画とする。
２）導水部の形式
　導水路の形式は、圧力管路として計画する。導水管の口
径は、非常放流機能を考慮し水理検討からφ2,100mm
とする。また、非かんがい期の維持管理（貯水位低下、土
砂の排除等）を目的に、自然圧で流下させる排水路（呑口
に土砂吐ゲート1門設置）を計画して導水管と併設する。
　導水管は、据付架台により取水トンネル底版に固定さ
せるため、特別な基礎は不要であるが、圧力管路であるこ
とから予期せぬ振動等が起こる懸念がある。よって、コンク
リート基礎（巻立て）により固定支承とすることで、発生す
る振動の抑制を図る。
　導水管の管種は、鉄管路を標準とする1）ため、経年的な
発錆や錆こぶの発生に対して維持管理が容易（メンテナン
スフリー）なステンレス鋼管を採用する。　

３）土砂吐水路の形式
　導水路の土砂吐部は、トンネル内の施工スペースが狭
いため、図-8に示すように、二次製品U字フリューム（工場
製作、現地据付け）で施工を行い、導水管のコンクリート

巻立の型枠としても利用する。巻立てコンクリートは、導水
管の継手が溶接であること、スラスト力を巻立てコンクリー
ト全体で受け持つことから、一部区間で半巻きとした。ま
た、施工期間中の仮排水路として利用し、最終的には土砂
吐下流の放流水路として利用する。
（４）調節部の位置及び形式
１）調節部の位置
　現況取水放流施設では、取水施設（取水塔）内に調節
部（高圧ゲート）が配置され、貯水池内に位置している。
　改修計画では、取水部を底水取水方式に変更する事か
ら、調節部は堤体下流に計画するが、図-9に示すように、
放流トンネルの高さは5.3ｍであり、φ1,900mmの放流ゲ
ート（H≒10ｍ）の設置が出来ないことから、調節部の位置
はトンネル出口とした。

２）放流主ゲートの形式
　ダムの放流設備の内、取水及び貯水池低下放流に使用
されるゲート・バルブには次の機能が必要となる。
　a）適切な取水管理を行うため、流量調節機能が優れて
いる。

　b）高水頭、高流速での放流に対し、キャビテーション振
動等の水理的な欠陥が生じない。

　c）放流水に含まれる流塵、土砂に対し機能上支障が
ない。

　d）減勢工を含めた設置スペースが小さい。
　e）ゲート（またはバルブ）自体に減勢機能を有するか、ま
たは適当な減勢工を組み合わせることにより、放流水
のエネルギーを減殺することができ、下流側に対して
洗掘・騒音等の悪影響を生じない。

　これらの条件に対応でき、経済性にも優れることから、
「ジェットフローゲート」を採用する。
　放流ゲートは、導水管と同様に、維持管理が容易（メン
テナンスフリー）なステンレス鋼管を採用する。
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３）放流副ゲートの形式
　副ゲート・バルブは、主ゲート・バルブの上流側に設置
し、常時は全開で主ゲート・バルブが故障した場合の緊急
遮断用及び点検整備時の締切用に使用する。使用実績が
多く、経済性及び信頼性が高いことから、「高圧スライドゲ
ート」を採用する。
（５）減勢工の形式
１）減勢工の形式
　調節部の下流には、ゲート・バルブからの放流水のエネ
ルギーによって、下流側構造物に悪影響を与えない、振
動・騒音を発生させないように放流水脈を減勢する減勢
工を設けなければならない。
　減勢方式は、空中放流と水中放流の２方式があり、水中
放流形式は、水中に放流するため減勢区間が短くなるが、
減勢工の深さが深くなるため掘削量が増加する。一方、空
中放流形式は、空中放流により減勢区間が長くなるが、放
流口の標高を高く出来るため、掘削量を削減出来る。減勢
工の分類を図-10に示す。減勢工の方式は、２方式の比
較検討を行った結果、本ダムでは施工性及び維持管理面
で有利となる「空中放流方式」を選定した。詳細について
は、６．コスト縮減の検討を参照。

２）整流管
　ジェットフローゲートでは、ゲート下流に直接水中減勢工
あるいは大気中に放流される場合を除き、放流ジェットを整
流にするための整流管を設ける1）とされている。本ダムでは、
下流河川（当別川）に直接放流しないため、整流管を計画
する。管種は、導水部と同様にステンレス鋼管を採用した。
　整流管の口径は、ゲート口径の1.2倍以上とされること
から、整流管口径は、φ2,300mmとした。
　・整流管口径(m)＝1.2×ゲート口径Ｄ(m)
　　　　　　　　＝1.2×1.9ｍ＝2.28ｍ（≒2.3ｍ）

　５．施設規模の検討

（１）水理計算条件
　本ダムの取水放流施設は、非常放流施設を兼ねるた
め、施設規模は水理計算により決定する。
　河川管理施設等構造令施行規則第10条の説明による
と、「放流設備の能力は、貯水池の規模、流域特性等を考慮
する必要があるが、常時満水位から貯水池運用計画上の
最低水位までを、表面遮水壁型のフィルダムでは約4日間
で、その他の種類のフィルダムでは7日～10日間程度で、水
位低下出来ることをその目安としている。」2）との記載がある。
　本ダムは傾斜遮水ゾーン型フィルダム（上記のその他の種類
のダム）であり、貯水位低下日数は7～10日程度が適用される。
　本ダムの貯水位低下条件は、道内他ダムの実績を考慮
して安全側を採用することとし、以下のように設定した。
 ・ 貯水池流入量を無視した場合に7日以内に水位低下さ
せる。

 ・ 貯水池流入量を考慮した場合でも7日程度（四捨五入し
て7日）で水位を低下させる。

　水理計算に使用する放流ゲートからの放流量は、次式
によって計算を行った。

　　ここに、 Q：　放流量（m3/s）
  C：　主ゲートの流量係数
  A：　主ゲートの通水断面積（ｍ2）
  g：　重力加速度（ｍ/s2）
  H：　作用静水頭（ｍ）
  fi：　各部の損失係数
  Ai：　各部の断面積（ｍ2）
（２）取水口の取合い
　取水部では、取水管径が大きいほど損失水頭が小さく
なるため水理的に有利となる。現況放流トンネル呑口は覆
工コンクリートにより狭小断面(2r＝4.0m)となっているこ
と、土砂吐入口幅（ゲート幅と同じ1.0m)を確保する必要
があること、取水管設置時の据付材を設置する余裕を確
保する必要があることを考慮して、図-11に示すように取
水管入口部の口径はφ1,600mmとし、下流側で水理計
算条件を満足する導水管口径φ2,100mmに拡幅した。

（３）水理計算結果
　取水放流施設の各種損失を整理すると表-6のとおり
で、これを用いて貯水位低下計算を行った結果を表-7お
よび表-8に示す。貯水池流入量を無視した場合の貯水位
低下日数：6.6日（水位低下期間：7日以内）と、考慮した場
合の貯水位低下日数：7.3日（水位低下期間：7日程度）の
いずれも条件を満足する事を確認した。

　６．コスト縮減の検討

　本ダムの取水放流施設の改修は、河道内の限られた区
域において複数年にまたがる施工が必須であるため、使用
機械や詳細な施工方法を検討した上で各工種の設計を
行うと共に、各施工年度・施工段階における水理条件を整

理し、現地条件に適した仮設備の検討を行った。また、放
流施設の減勢工の見直しや、導水管巻立て形状の見直し
を行い、コスト縮減や施工性の向上の提案を行った。
　コスト縮減の具体的内容を表-9に、それぞれの検討結
果を表-10、11に示す。

（１）減勢工方式の見直しによるコスト縮減
　事業計画書では、放流施設の減勢工は水中放流方式
となっているが、減勢工を空中放流方式に変更することに

よりコスト縮減が図られる。また、岩掘削量が約30％減少
するため施工性が向上する。

（２）導水管巻立の見直しによるコスト縮減
　前述のように、導水管は溶接による一体構造となること
から、スラスト力の検討を実施し、適用可能な区間につい
て半巻きに見直すことにより、コンクリート量の削減による
コスト縮減が図られる。
（３）施工計画
　青山ダムの貯水池流入水の流下は、既設放流トンネル
を経由しなければならない。導水管工事は放流トンネル内
の施工となるため、坑内作業と仮排水を同時に行う必要
がある。このため、図-12に示すように、土砂吐水路（二次
製品U字フリューム）を事前に設置して仮排水路として利
用することで、効率的な仮設配置となるように計画した。導
水管の据付は、門構クレーンをトンネル内に搬入し、導水
管を吊上げて架台に設置する計画とした。

図-12　トンネル内施工断面図

　７．おわりに

　青山ダム取水放流施設のコスト縮減を念頭に置いた改
修計画について報告した。青山ダムでは下流の当別ダムの
完成により温水取水が不必要となり、現況取水塔を撤去
し、調節部を放流トンネル出口に移設するなど、大規模な
取水放流施設の改築が計画されている。改築により、調節
部がジェットフローゲートになるため、放流量の調節が容
易になるなど維持管理面の向上が期待される。
　本報告は平成29年度の設計時点であり、現在も実施
工に向けて、施工計画の見直しを含めた検討を実施して
いる。

（株式会社 三祐コンサルタンツ）
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表-11　奥行き 1ｍ当たりの導水管巻立て経済比較表
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